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概 要 
IT の普及によって、ソーシャル・ネットワーキング・サービスに基づくビジネスを起業
することは難しいことではない。より小さいグループあるいは個人がわずかの資金でビジ
ネスをスタトさせることが可能である。パソコン・インターネットがビジネスの形を変え
たのと同じように、ソーシャル・ネットワーキング・サービスもビジネスの形を変えてい
る。 
日本は伝統的な企業が多く、ベンチャー企業がより少ないイメージがあるが、SNS の発
展と伴い、SNS ベースのベンチャー企業が増える可能性が高い。現実の日本社会は、安定
性、信用性が高い社会であり、この状態をインターネットに写し、優れたインターネット
上のコミュニティーを設立できるであろう。経済産業省平成 22 年の調査によると、ブロ
グや SNS（Social Network Service）に代表されるコミュニケーション系サービスにおけ
る過去一年間のトラブル遭遇率は、中国、韓国において、高くなっているが（中国 56.0％、
韓国 50.1％）、日本は、最も低くなっている（14.1％）。  
2005 年 3 月末に日本でのソーシャル・ネットワーキング・サービス利用者数はわずか
111 万人だったが、2006 年 3 月末にそれは 716 万人に達し、1 年間で約 6.5 倍の成長であ
り、急速に認知度が高まっていることが伺える 。日本だけではなく、世界中の各国でも
ソーシャル・ネットワーキング・サービスの利用者数も急成長中であり、現在すでに膨大
な規模になっている。Webtweet.info の調査  によると、2012 年米最大級のソーシャル・
ネットワーキング・サービス Facebook の利用者数は 8.3 億人、中国の Qzone の利用者数
は 5.6 億人、日本の Gree の利用者数は 1.9 億人となっている。市場規模から見ると、総
務省情報通信政策研究所の調査によると、2008 年度日本におけるＳＮＳ市場規模は、約
499 億円となり、関連市場も含めると、約 568 億円と推計した 。現在、Wifi と WiMax
などによるインターネット接続の利便性の向上、及びスマートフォンの普及に伴う SNS
アプリの発展によって、市場規模が更に大きくなると思われる。株式会社情報流通ビジネ
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ス研究所の調査によるとモバイル SNS の市場規模は 2012 年で約 2600 億円規模に達
した 。また、SNS 登録数（2012 年度末時点）：1 億 2,750 万件になり、日本の総人口に
匹敵する規模となっている。 
ただ、大きなマーケットと簡単にスタートアップできる前提条件を考えると、参入する
企業と個人が増える一方、競争が激しくなる。無料でサービスを提供する企業が数多く存
在している。よって、日本で SNS をベースに起業するのは、伝統的な業界に進出するよ
り、いろいろなメリットがあるが、様々な困難もある。起業家として、起業前に事業内容
について、詳細な調査が必要である。現在 SNS ベース企業の現状を把握した上で、新た
なビジネスチャンスを探し出すことが必要である。また、現存 SNS 企業の成功経験を勉
強することも重要である。従って、本論文は、SNS の発展史、現状、成功事例などを分析
し、日本における SNS ベースで起業したい人に役に立つアドバイスを提出することを目
標として研究した。 
上記の目標を目指し、本論文では、まず SNS と関係がある様々な事例を調査分析した。
研究調査する事例としては、世界規模で知名度が高い SNS 関連企業/サービスと日本国内
ユーザー向けの中小 SNS 企業/サービスがある。世界規模で知名度が高い SNS 関連企業/
サービスとしては、以下の Community Memory、Theglobe.com、Geocities、Tripod.com、
Classmates.com、MySpace、LinkedIn、Facebook、Mixi、Gree、Xiaonei、Qzone、Mobage、
Yahoo! Days（2008 年サービス終了）、Twitter 、IBM Lotus Connections、Kaixin001.com、
LINE、随享 Pro などである。日本国内ユーザー向けの SNS 企業としては、以下の「グル
ベル」、「IKASNS network」、「大学生 SNS.com」、「Retty」、「同人音楽 SNS SoundMix」
など十数個の中小企業である。その中から、Gree、Xiaonei、Qzone、LINE の四つの代
表的な事例を詳細分析し、他の事例はそれぞれの調査結果を合わせて論文の各章で紹介す
る。事例分析する際には、主に新聞、文献、会社ホームページを調査して行う。加えて、
Xiaonei に対し、社員インタビューを実施する。GREE に関しては、会社訪問、田中社長
出席した早稲田公開講義への参加などを実施した。また、日本における市場の現状や、SNS
の将来に向けての発展可能性を分析する為に、日本の総務省、経済産業省、内閣府など政
府機関が公表した報告書、及び IT 関連の技術文献を調査、分析した。 
上記の研究方法を使用し、以下の研究成果を得た。 
① SNS 発展のトレンドを分析し、次世代 SNS を予測 
SNS の発展史及び SNS と関連がある IT サービス事例を研究し、SNS は「現実生活に
近づくトレンド」と「生活必需品に近づくトレンド」を示した。この研究成果、を活かし、
次世代 SNS を予測できた。よって、起業家に「理想的なインターネット・コミュニティ
ー」の作成というアドバイスを提言した。 
② 日本における SNS 企業の特徴及び新規参入の中小 SNS 企業への提言 
日本における SNS 市場の現状と SNS 企業の特徴を研究し、日本の中小 SNS 企業はタ
ーゲット・ユーザーを明確にし、特定の機能・サービスを提供し、大手 SNS 企業と違い、
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膨大なユーザーを追求しないことが分かった。この前提条件で、SNS 市場に新規参入の起
業家に対し、VIP サービスを提供というア選択肢を提言した。 
③ SNS 企業の既存ビジネスモデルを分析し、今後開拓できるマーケットを予測 
本論文では、既存 SNS 企業のビジネスモデルを「伝統的な収益モデル」と「新規収益
モデル」の二種類に分類した。既存ビジネスモデルを分析する上で、SNS 発展トレンドと
合わせて、今後開拓できるマーケットは「OtoO 事業」及び「知的な財産の運営」と予測
した。この予測に従って、具体的な事業提案を挙げ、起業家に OtoO 事業を展開するとい
う選択肢を提供した。 
④ 多くの SNS 事例の中に代表的な SNS 企業をピックアップし、成功経験を分析 
本論文では、各自の特徴を持っている 4 つの SNS 企業、「Xiaonei」（現：Renren）、「GREE」、
「LINE」、「Tencent」を詳細に分析し、その成功経験を学んだ上で、起業家に「Open 
Platform 上の SNS 創業」及び「創業者の思考は技術中心からビジネス中心への転換」と
いう提言をした。 
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第1章 はじめに 
1.1 研究の背景 
近年、ソーシャル・ネットワーキング・サービスの利用者数も市場規模も急成長中であ
る。2005 年 3 月末*に日本でのソーシャル・ネットワーキング・サービス利用者数はわず
か 111 万人だったが、2006 年 3 月末にそれは 716 万人に達し、1 年間で約 6.5 倍の成長
であり、急速に認知度が高まっていることが伺える1。日本だけではなく、世界中の各国で
もソーシャル・ネットワーキング・サービスの利用者数も急成長中であり、現在すでに膨
大な規模になっている。Webtweet.info の調査2 によると、2012 年米最大級のソーシャル・
ネットワーキング・サービス Facebook の利用者数は 8.3 億人、中国の Qzone の利用者数
は 5.6 億人、日本の Gree の利用者数は 1.9 億人となっている。 
市場規模から見ると、総務省情報通信政策研究所の調査によると、2008 年度日本にお
けるＳＮＳ市場規模は、約 499 億円となり、関連市場も含めると、約 568 億円と推計し
た3。現在、Wifi と WiMax などによるインターネット接続の利便性の向上、及びスマート
フォンの普及に伴うSNSアプリの発展によって、市場規模が更に大きくなると思われる。
株式会社情報流通ビジネス研究所の調査によるとモバイル SNS の市場規模は 2012 年
で約 2600 億円規模に達した4。また、SNS 登録数（2012 年度末時点）：1 億 2,750 万件
になり、日本の総人口に匹敵する規模となっている。5 
 また、IT の普及によって、ソーシャル・ネットワーキング・サービスに基づくビジネ
スを起業することは難しいことではない。より小さいグループあるいは個人がわずかの資
金でビジネスをスタトさせることが可能である。パソコン・インターネットがビジネスの
形を変えたのと同じように、ソーシャル・ネットワーキング・サービスもビジネスの形を
変えている。 
日本は伝統的な企業が多く、ベンチャー企業がより少ないイメージがあるが、SNS の発
展と伴い、SNS ベースのベンチャー企業が増える可能性が高い。現実の日本社会は、安定
性、信用性が高い社会であり、この状態をインターネットに写し、優れたインターネット
上のコミュニティーを設立できるであろう。経済産業省平成 22 年の調査によると、ブロ
グや SNS（Social Network Service）に代表されるコミュニケーション系サービスにおけ
る過去一年間のトラブル遭遇率は、中国、韓国において、高くなっているが（中国 56.0％、
韓国 50.1％）、日本は、最も低くなっている（14.1％）。6 
ただ、大きなマーケットと簡単にスタートアップできる前提条件を考えると、参入する
企業と個人が増える一方、競争が激しくなる。無料でサービスを提供する企業が数多く存
在している。この状況の中、利益を出せるサービスとビジネスモデルを立ち上るのは、SNS
ベースの起業家の大きな課題である。 
                                                   
* 2005 年は SNS が急速に発展しはじめた年である。本論文の第二章で詳細を記述する。 
2 
 
 
1.2 研究の目的と方法 
1.2.1 研究目的 
上記の背景のとおり、日本で SNS をベースに起業するのは、伝統的な業界に進出する
より、いろいろなメリットがあるが、様々な困難もある。起業家として、起業前に事業内
容について、詳細な調査が必要である。2004 年ごろ、Facebook などの実名制ソーシャル・
ネットワーキング・サービスはもともとのインターネット・サービス業界から「ブルー・
オーシャン」＊を開拓し、現在のかたちの SNS マーケットを設立した。このマーケットは
巨大な潜在力があるため、既存の大手企業と新規のベンチャー企業と共に迅速にこのマー
ケットに進出し、SNS 業界を「レッド・オーシャン」にさせた。この状態は多くの伝統業
界と違い、SNS 業界は発展の歴史が短いけれども、既に競争が激しいマーケットとなって
いる。よって、現在 SNS ベース企業の現状を把握した上で、新たなビジネスチャンスを
探し出すことが必要だ。また、現存 SNS 企業の成功経験を勉強することも重要である。
従って、本論文は、SNS の発展史、現状、成功事例などを分析し、日本における SNS ベ
ースで起業したい人に役に立つアドバイスを提出することを目標として研究する。 
 
1.2.2 研究方法 
上記の目標を目指し、実用性を重視することに踏まえ、まず SNS と関係がある様々な
事例を調査分析する。研究調査する事例としては、世界規模で知名度が高い SNS 関連企
業/サービスと日本国内ユーザー向けの中小 SNS 企業/サービスがある。世界規模で知名度
が高い SNS 関連企業/サービスとしては、以下の Community Memory、Theglobe.com、
Geocities、Tripod.com、Classmates.com、MySpace、LinkedIn、Facebook、Mixi、Gree、
Xiaonei、Qzone、Mobage、Yahoo! Days（2008 年サービス終了）、Twitter 、IBM Lotus 
Connections、Kaixin001.com、LINE、随享 Pro などである。日本国内ユーザー向けの
SNS 企業としては、以下の「グルベル」、「IKASNS network」、「大学生 SNS.com」、「Retty」、
「同人音楽 SNS SoundMix」など十数個の中小企業である。その中から、Gree、Xiaonei、
Qzone、LINE の四つの代表的な事例を詳細分析し、他の事例はそれぞれの調査結果を合
わせて論文の各章で紹介する。(具体的な事例配分について、表 1 を参照) 
 
 
 
                                                   
＊ W・チャン・キムとレネ・モボルニュが著したビジネス書『ブルー・オーシャン戦略』によると、「レッド・
オーシャン」とは、競争の激しい既存市場（赤い海、血で血を洗う競争の激しい領域）であり、ブルー・オー
シャンとは、競争のない未開拓市場である。 
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表 1 事例-研究目的 対応リスト 
章節 目的 対応研究事例 
第二章 
 
SNS 発展のトレン
ドの研究 
「（）」の中はサービス開始、または、企業創業の時間 
Community Memory（1973）、Theglobe.com (1994)、
Geocities (1994) 、Tripod.com (1995)、
Classmates.com（1995）、MySpace（2003）、LinkedIn
（2003）、Facebook（2004）、Mixi（2004）、Gree
（2004）、Xiaonei（2005）、Qzone（2005）、LINE（2011） 
第三章 
第一節 
伝統的な収益モデ
ルの研究 
「（）」の中はサービスのビジネスモデル 
LinkedIn（有料サービス）、Facebook（広告）、Mixi
（広告＋有料サービス）、Yahoo! Days（EC 事業）、IBM 
Lotus Connections（ソフトウェアの販売）、
Kaixin001.com(有料サービス)、随享 Pro（ソフトウェ
アの販売） 
第三章 
第二節 
SNS の発展による
展開中の収益モデ
ル 
「（）」の中はサービスのビジネスモデル 
Mobage（バーチャル通貨の販売）、Renren（バーチ
ャル製品によるプロダクト・プレイスメント）、
Nameko/GREE（バーチャル製品と現実製品の連携） 
第三章 
第三節 
今後開拓できるマ
ーケット 
Groupon（SNS 企業ではないが、それの OtoO（Online 
to Offline）事業に注目） 
第四章 
重点事例の詳細分
析 
Xiaonei（集客経験）、GREE（ソーシャルゲームプラ
ットフォーム）、LINE（OtoO 事業）、Tecencent
（Ozone、WeChat の二つサービス）（既存資源の再
開発） 
第五章 
第二節の１ 
日本の大手SNS企
業の特徴 
Mixi、GREE、LINE 
第五章 
第二節の 2 
日本の中小SNS企
業の特徴 
「グルベル」、「IKASNS network」、「大学生 
SNS.com」、「Retty」、「同人音楽 SNS SoundMix」 
 
事例分析する際には、主に新聞、文献、会社ホームページを調査して行う。加えて、
Xiaonei に対し、社員インタビューを実施する。GREE に関しては、会社訪問、田中社長
が出席した早稲田公開講義への参加などを実施した。また、日本における市場の現状や、
SNS の将来に向けての発展可能性を分析する為に、日本の総務省、経済産業省、内閣府な
ど政府機関が公表した報告書、及び IT 関連の技術文献を調査、分析する。 
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1.3 研究の構成 
本論文は以下の各方面から調査、分析している。 
① SNS 発展の歴史から、SNS 発展のトレンドを分析 
SNS 市場に進出する時、SNS 発展のトレンドが分かれば、ビジネスチャンスをつ
かむ可能性が大きくなる。このトレンドを分析するために、本論文の第二章「SNS の
発展」では SNS の定義と発展史を紹介・分析する。発展史について、狭義の SNS の
発展史だけではなく、広義的な SNS の発展史も技術革新、サービス対象の変更、機
能の進化など三つの方面に分けて紹介する。この数十年の発展史から SNS 発展のト
レンドを分析する。 
 
② 既存ビジネスモデルから将来可能なビジネスモデルの予想 
SNS はより新しい概念のため、SNS におけるビジネスモデルも発展している。本
論文の第三章「SNS ベース企業のビジネスモデル」では、既存 SNS 企業のビジネス
モデルを「伝統的な収益モデル」と「新規収益モデル」の二種類に分類した。伝統的
な収益モデルについて、EC 事業収入、広告メディア収入、有料サービス収入、SNS
ソフトウェアの販売などを紹介し、SNS の発展による新規収益モデルについて、バー
チャル通貨の販売、バーチャル製品によるプロダクト・プレイスメイト、バーチャル
製品と現実製品の連携などを紹介している。その上に、前章の SNS 発展トレンドと
合わせて、将来可能のビジネスモデルも予想している。 
既存の SNS 企業の多くは、単一のビジネスモデルを使用することはなく、複数の
ビジネスモデル組み合わせて使用している。よって、これらのビジネスモデルのメリ
ットを比較する必要がない。SNS ベースの企業家は自分の事業内容に応じ、適切なビ
ジネスモデルを選択することが必要である。 
 
③ 成功事例の分析から、勉強できるところを探し出す 
優秀な企業を作るため、成功者の経験を学ぶことも不可欠な一つのキーポイントで
ある。本論文の第四章「成功事例分析」では、四つの代表的な企業をピックアップし、
成功の経験を分析する。この四つの事例はそれぞれの特徴がある。 
「Xiaonei」（現「Renren」に改名）は中国で初めて成功した実名 SNS であり、よ
く中国の Facebook と言われる。確かに「Xiaonei」の機能などは Facebook と似てい
る。また、「Xiaonei」の創業者はアメリカに留学経験があり、Facebook の成功経験
を勉強した上、中国市場の特徴を合わせて「Xiaonei」を開発した。従って、「Xiaonei」
の成功経験も Facebook と似ている。Facebook ではなく、「Xiaonei」を成功事例とし
て紹介するもう一つ理由は、他社の成功経験を学び、成功できることを説明したいか
らである。 
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「Gree」は近年日本で最も成長が速い会社の一つである。「Gree」の社長田中氏は
テレビインタビューで、「日本では Gree のような急成長のベンチャー企業の前例があ
るから、日本でもベンチャー企業が成功できる」のような発言し、日本の起業家を励
ました。日本の市場は、大手の製造業が多く、成功したベンチャー企業が少ないイメ
ージが強いが、SNS 業界では、この状況が変わると思う。 
「LINE」はスマートフォンの普及と伴い急成長中の会社であり、より信頼性が高
い SNS を構築している。2013 年 1 月、LINE のユーザーは 1 億を突破した。1 億ユ
ーザー達成期間は Facebook が 54 ヶ月、Twitter が 49 ヶ月、LINE が僅か 19 ヶ月。
よって、スマートフォンは SNS 業界に大きな影響を与える。本論文注目のポイント
は、LINE の集客スピードだけではなく、LINE の OtoO*事業の展開もある。 
「Tencent」（腾讯公司）は中国で利用者数が最も多く、最大シェアを占めるインタ
ーネット・サービス企業である。この会社は 1998 年に設立した。この時期は、中国
のインターネット企業の発展初期である。Tencent は常に時代の発展に応じ、自社の
既存資源を有効利用してきた。SNS 業界が発展における最初において、「Tencent」は
2005 年に自社の SNS「Qzone」を開発した。スマートフォンが普及する段階で、
「Tencent」は自社のスマートフォン向けの SNS「WeChat」を開発した。また、中
国に進出したい SNS 企業にとって、「Tencent」が開発した「Qzone」と「WeChat」
は最も強い競争相手である。「Tencent」の事例分析は、中国に進出予定がある日本の
ベンチャー企業にとって、必要な情報である。 
 
④ 日本の SNS 市場の現状分析 
本論文の目的は日本で SNS 業界にベンチャー企業を作りたい起業家に実用的なア
ドバイスを提言するである。そのため、日本の SNS 市場の現状を分析することは必
要である。本論文の第三章「日本の SNS の市場現状分析」では、日本政府が公表し
た SNS 市場調査結果のデータを分析する。そして、既存の SNS 企業と新規参入の
SNS 企業の特徴も分析する。 
 
⑤ 起業家への提言 
各章の研究成果をまとめた上、次世代 SNS のあり方予測を行い、起業家へのアド
バイスをする。ここで、理想的なインターネット・コミュニティー、VIP サービス、
OtoO 事業における運営のモデルなどについて提言する。 
「理想的なインターネット・コミュニティー」の提言は、本論文の第二章第三節
（2.3.1）「現実生活に近づくトレンド」及び第五章第二節「日本の SNS 企業現状」の
分析結果による出した結論である。 
「VIP サービス」の提言は本論文の第二章第三節（2.3.2）「生活必需品に近づくト
                                                   
* OtoO とは Online to Offline の略称であり、詳細は本論文の第三章を参照。 
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レンド」及び第五章第二節「日本の SNS 企業現状」の分析結果による出した結論で
ある。 
「OtoO 事業における運営のモデル」の提言は本論文の第三章第三節「今後開拓で
きるマーケット」の分析結果による出した結論である。 
「Open Platform 上の SNS 創業」の提言は本論文の第四章「成功事例分析」及び
他の研究した事例からの分析結果による出した結論である。 
「創業者思考の技術中心からビジネス中心への転換」の提言は本論文の第四章「成
功事例分析」及び他の研究した事例からの分析結果による出した結論である。 
 
⑥ まとめに 
本論文の研究成果と今後の課題を述べる。 
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第2章 SNS の発展 
2.1 SNSの概要 
2.1.1 SNS の定義 
ソーシャル・ネットワーキング・サービス（英: social networking service）とは、イン
ターネットを利用し、ウェブサイトとプラットフォーム等の形で、社会的ネットワークを
構築するサービスのことである。 
基本的に、社会的ネットワークを構築出来るサービスやウェブサイトであれば、ソーシ
ャル・ネットワーキング・サービスと言える。よって、コメントやトラックバックなどの
コミュニケーション機能を有しているブログや、電子掲示板もソーシャル・ネットワーキ
ング・サービスと言えるが、それは、本論文の主な研究対象ではない。 
本論文の主な研究対象であるソーシャル・ネットワーキング・サービスは、人と人との
つながりを促進・サポートする、コミュニティ型の会員制のサービスである。よって、
Facebook、Mixi 等のようなサービス・ウェブサイト・プラットフォームは、本論文の主
な研究対象である。以下略称 SNS。 
 
2.1.2 SNS の機能 
 本論文の主な研究対象である、人と人とのつながりを促進・サポートする SNS は以下
の主な機能を持っている。 
① 公開・半公開のプロフィールの構築機能。 
② 情報発表と情報共有できるユーザーを指定する機能。 
③ システム内のユーザー検索の機能。 
④ メッセージ送受信（チャットルーム）機能 
Boyd, D. M.と Ellison, N. B. が発表したレポートによると、プロフィールの構築は SNS
の基本機能である7。一般的に年齢、住所、趣味などの質問への回答から生成される。写真
をアップロードするなどマルチメディアコンテンツを追加したり、外観を変更したりこと
ができるウェブサイトもある。多くのウェブサイトは文章・情報発表機能、共通趣味のユ
ーザーの検索機能、連絡先を共有する機能、他のユーザーからのコメント書込み機能など
の機能も持っている。ユーザーのプライバシーを保護するために、通常の SNS では、ユ
ーザーがプロフィールの表示対象、情報共有対象、連絡相手の選択などをコントロールで
きる。いくつかの SNS は、共通趣味を持っている人のグループを作成、ビデオをアップ
ロード、イベントを主催などの付加的な機能も持っている。 
 
2.1.3 SNS のビジネス展開特徴 
 技術面、または、提供している機能から見ると、現在の SNS と従来のインターネット・
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コミュニティ （ーBBS、Blog）などとの区別は曖昧であるが、ビジネスの展開から見ると、
SNS は独自の特徴を持っている。従来のインターネット・コミュニティー（BBS、Blog）
は利用者を増やす為に、主に宣伝活動を行い、各メディアで広告などを出す。SNS は一応
広告を出すが、利用者を増やす主な手段は、ユーザー同士の推薦である。 
 既存ユーザーは友人などに SNS の使用を推薦するとより良いサービスを利用できる。
そのため、既存ユーザーは自然に周りの友人に自分が使っている SNS を推薦する。例え
ば、Facebook の既存ユーザーは、普段あまり電話しない友達の現状を知りたい時、その
友達に Facebook の利用を勧める傾向がある。LINE の既存ユーザーは、友人と無料通話
をしたい時、その友人に LINE の利用を勧める。このようにして、成功している SNS は、
ウイルスのように展開している。 
2.2 SNS発展のマイルストーン 
 SNS が今後の発展趨勢を予測するために、SNS の今までの発展史を分析する必要があ
る。アメリカ最大級の SNS Facebook は 2004 年で創立、日本最大級の SNS Gree は 2004
年で創立、中国最大級の SNS Qzone は 2005 年で創立、いずれも僅か 10 年弱の短い歴史
を持っている。より深い分析するために、広義のソーシャル・ネットワーキング・サービ
スも含める SNS の発展史を分析する必要がある。よって、本章節はインターネット・サ
ービス開始から現在までの発展史を技術革新、サービス対象革新、機能革新の三つの項目
に分けて分析する。 
 
2.2.1  技術革新 
SNS の発展に影響を与えた技術の革新は主に Web1.0 から Web2.0 への変化である。
Web 2.0 とは、従来 Web 上で提供されてきたサービスやユーザー体験とは一線を画する、
新しい発想によって捉えられた、技術、サービス、デザインパターン、ビジネスモデル、
Web のあり方などの総称である。よって、Web2.0 前の技術は Web1.0 と定義される。 
Tim O'Reilly が 2005 年 9 月に発表した「What Is Web 2.0」（Web 2.0 とは何か）では、
Web 2.0 を特徴づける要素として次の事項が挙げられている。8 
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図 1  "meme map" of Web 2.0  
(Source: Tim O'Reilly, What Is Web 2.0) 
① ユーザーの手による情報の自由な整理（Folksonomy） 
従来の Web では、Yahoo などのポータルサイトのように、サイトの所有者または運
営者により情報を整理した。これに対して W 2.0 では、ユーザーの手によって、既存の
分類の枠組みにとらわれることなく、自由に情報の分類・配置が行われる。これを実現
する手法としてはソーシャルタギングなどがある。主な例としては、写真共有サイトの
Flickr や、ソーシャルブックマークの del.icio.us などを挙げることができる。 
② リッチなユーザー体験（Rich User Experiences） 
従来の Web では、Web サイトはもっぱら HTML や CSS、CGI などによって構成さ
れ、静的なページとして提供されていた。これに対して Web 2.0 では、Ajax
（Asynchronous JavaScript + XML）に代表される動的・双方的な技術を用い、斬新で
リッチな操作体験を提供する。主な例としては、Google が提供している Google Maps
や Google Suggest、Gmail などを挙げることができる。 
③ 貢献者としてのユーザー（User as contributor） 
従来の Web では、情報を提供する側からユーザーへと一方向的に情報が提供されて
おり、ユーザーはあくまで情報の受け取り手であるに過ぎなかった。これに対して Web 
2.0 では、ユーザーによる評価やレビューが新たな情報として価値を生み出し、コンテン
ツの形成に貢献していく。主な例としては、Amazon.com のカスタマーレビューなどを
挙げることができる。 
④ ロングテール（The Long Tail） 
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従来の小売ビジネスでは、売れている上位 20%の商品が収益全体の 80%を売り上げる
という「80：20 の法則」に従っていた。これに対して Web 2.0 では、あまり売れていな
い 80%の商品がニッチな需要に応えることによって、ビジネスが成立している。主な例
としては、Amazon.com などを挙げることができる。 
⑤ ユーザー参加（Participation） 
従来の Web では、情報は情報提供者側のみによって作成されていた。これに対して
Web 2.0 では、コンテンツの制作にユーザーが積極的に関与する、あるいはメインのコ
ンテンツをもっぱらユーザーが作成することで、サービスそのものを成立させることが
できる。主な例としては、Facebook、Mixi などを挙げることができる。 
⑥ 根本的な信頼（Radical Trust） 
従来の Web では、配信される情報や技術の知的財産権は管理・保護されるべきであ
るという志向をもっていた。これに対して Web 2.0 では、情報を享受する側にコンテン
ツの利用や応用、場合によっては改変も認めるという、根本的な信頼が寄せられている。
このため、Web 2.0 は、人間の知的営みを共有し、さらにそれを相互に発展させていこ
うとする志向をもっていると言える。主な例としては、Wikipedia などを挙げることが
できる。 
⑦ 分散性（Radical Decentralization） 
従来の Web では、サービスやコンテンツは、ポータルサイトから各 Web サイトのトッ
プページにアクセスするように、特定の窓口やアクセス経路が存在していた。これに対し
て Web 2.0 では、ロボット型サーチエンジンやパーマリンクの仕組みによってどこへでも
直接アクセスすることが可能である。また、データや処理負荷を各エンドユーザーの PC
に任せることによって負荷分散やファイルの共有を行うことができる。主な例としては、
BitTorrent などのファイル共有ソフトなどを挙げることができる。＊ 
この変化の前提条件は、ソフトウェア開発方法の簡単化と IT知識の普及となどである。
ソフトウェア開発方法について、開発の言語は従来の機械言語に近い低級言語から人間言
語に近い高級言語に進化し、開発の時間、リソースコストが削減した。また、開発の環境
も改善している。従って、数か月間のトレーニングで、一般個人が基本的開発機能を身に
着ける。よって、IT 業界の従業員数が増え、インターネット・サービスの製品も多様化し
ている。IT 知識の普及について、学校のコンピューター教育のほか、新聞、テレビなどの
ソーシャルメディアも IT 知識、IT 製品などを紹介しているので、一般ユーザーも Web
の貢献者（contributor）になれる。9 
 
2.2.2 サービス対象変更 
初期のコンピュータ・インターネット事業の多くは、技術者、学者を向けのサービスを
                                                   
＊ 本論文の Web2.0 についての紹介は、SNS の発展と関連がある部分のみ取り出している。詳細の定義は IT
用語辞書をご参照。 
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提供していた。これはコンピューター設備の発展による影響もあるので、まず簡単にコン
ピューター・ハードウェアを紹介する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
図１記述したように、コンピューターは発明されてから現在まで、軍事用から一般個人
用に変化した。従って、コンピューター上に載せているソフトウェアも特別な技術者から、
一般ユーザーに変化した。コンピューターが発明されてから 1970 年代まで、コンピュー
ター設備は主に軍事用だった。同時にインターネットの前身 ARPANET＊が発明された。
「ARPANET は軍事用のために開発したコンピューター通信プログラムである」という説
もある10。1970 年代中旬、個人用コンピューターが発明されたが、一般ユーザーには普及
していなかった。コンピューターの所有者は主に大手企業と教育機関で、1981 年に開発
がはじまった NSFNet＊のサービス対象は主にアメリカの大学だった。コンピューター整
備のコストが高く、所有者の多くは特定機関であるという前提条件で、ソフトウェアの開
発企業は、最新の技術などを求める戦略を立てることが多かった。 
 
                                                   
＊ ARPANET（アーパネット、Advanced Research Projects Agency Network）は、世界で初めて運用された
パケット通信ネットワークであり、今日の世界的なインターネットの起源である。 
＊NSFNet とは、National Science Foundation Network の略称であり、初期の運用ポリシーでは、通信は学
術研究目的に限るとされていた。 
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その環境の中、1983 年代創立した AOL（America Online）＊は、一般ユーザー向けの
サービスを提供し、大きな成功を獲得した。当時の AOL（America Online）は IT 業界の
ブルー・オーシャンを開拓したと言えるであろう。あれから、コンピューター設備のコス
トは減少し、多様化していったので、一般ユーザーも簡単に手に入られるようになった。
従って、様々な一般ユーザー向けのインターネット・サービスも開発された。 
 
2.2.3 機能進化 
技術の進化とサービス対象の変化に伴って、インターネット・サービスの機能も進化し
てきた。図 3 が提示するように、インターネット・サービス機能の発展は、従来機能と新
規機能が入れ替わるわけではなく、従来機能の上に、新規機能を追加する形で進化し続け
ている。 
前に記述したように、最初のコンピューター設備及びソフトウェアのサービス対象は主
に政府、教育機関と大手企業であった。従って、最初のインターネット・サービスの機能
は主に情報共用、情報交換などである。サービス対象が一般市民に変化した後、ソフトウ
ェア開発の技術はそれほど変わらなかったが、サービスの機能は情報共用、情報交換の上
に、広告宣伝、エンターテインメント、Online Shopping などの市民生活に近い機能が追
加された。ただ、その時のインターネットの構築はまだ前に記述した Web1.0 の形だった。
つまり、サイトの運営者は情報の収集と発表を担当、一般ユーザーは発表した情報を受け
入れるのみだった。Web2.0 の技術の発展に従い、一般ユーザーも情報の作成者になれる
ようになり、インターネット自体はプラットフォームの機能となり、具体的なサービス機
能はオンラインコミュニティー、ユーザープロフィール作成などが追加された。現在の
SNS はこの機能の進化に基づいて、発展し続けている。 
                                                   
＊ AOLは1983年創立、当時社名Control Video Corporationだった、1985年倒産及び再建し、社名がQuantum 
Computer Services, Inc.に変更、1989 年 Apple と契約を結び、社名が AOL（America Online）に変更。 
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図 3 インターネット・サービス機能変化（筆者作成） 
 
2.3 SNS発展のトレンド 
2.3.1  現実生活に近づくトレンド 
前述のソフトウェア開発技術の発展、サービス対象の変化と機能の進化などから見ると、
インターネット・サービスと現実生活がどんどん近づいている。ARPANET が発明されて
から、ソーシャル・ネットワーキング・サービスの機能が付いている代表的な製品を纏め、
その製品の役割と人々の日常生活の距離をグラフ化したら、図 4＊が表示するようなトレン
ドがあらわせる。 
1973 年創立した Community Memory は、世界初のコンピューター化された一般向け
BBS（bulletin board system 電子掲示板）であるが、当時の開発の目的は、学術情報の
交換だったが、実際利用する時、様々な情報交換ができている。当時、多くの一般ユーザ
ーはコンピューター設備を持っていないため、日常生活と一定的な距離があるが、
ARPANET より、人々の生活に近い。その後、1990 年代に、パソコンの普及に伴い、BBS
も普及した。 
1990 年代中旬、インターネット・コミュニティー製品の流行が始まった。体表的な例
としては、Theglobe.com (1994)、Geocities (1994) 、Tripod.com (1995)と Classmates.com
（1995）などが挙げられる。これらのコミュニティの主なサービス内容は、チャットルー
ム、個人のウェブページ、E メールアドレスの公開などである。そのサービスは、現実生
                                                   
＊ 図 4 のトレントは 数理モデルからの定量分析ではなく、製品の特徴と機能からの定性分析である。 
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活のコミュニティーで知り合いと直接会話するということとはやや違うが、BBS より、
人々の生活に近くなった。 
1990 年代後半、インターネット・コミュニティの機能は更に発展し、ユーザーが自分
のプロフィールを作成し、共通の趣味を持つ他のユーザーを検索し、友人リストに追加し、
インターネットで現実と違うコミュニティを作れるようになった。ユーザーが友人を発見
し管理できるような新しいソーシャル・ネットワーキング・サービスの方法が開発された
ことを契機に、多くのサイトがさらに進んだ機能の開発を行い始めた11。 
 
図 4 インターネット・サービスの発展トレント 
 
 2003 年～2005 年に本論文の主な研究対象になった SNS 製品が相次いて開発され、そ
の後ブームとなった。代表的な例としては、MySpace（2003）、LinkedIn（2003）、Facebook
（2004）、Gree（2004）、Xiaonei（2005）、Qzone（2005）など挙げられる。これらの SNS
は、人間社会の社交状態により一層似ているようになった。現実社会の個人の性格、外見
などは、SNS でのプロフィールが対応する。現実社会の個人の人脈は、SNS での友人リ
ストが対応する。現実社会のコミュニケーションは、SNS での情報発表、メッセージ送信
などが対応する。ただ、SNS 製品と現実社会がまだ少し距離がある。例えば、現実社会で
は、知らない人と友達になるまで多少の時間がかかるが、SNS では「承認」ボタンをクリ
ックするだけで、簡単に友人リストに追加できる。または、人間は、相手により、違う言
葉を遣い、違う行動を取るなど習慣があるが、SNS で基本的に一人に一つの ID で、一つ
プロフィールのみ持っている、つまり、相手と関係なく、SNS ですべての「友人」に同じ
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言葉遣い、同じ行動をしなければならない。 
 2011 に開発された LINE は Facebook などの SNS よりもっと現実社会の社交活動と似
ているようになった。一人に一つ ID で、一つプロフィールの問題は解消していないが、
SNS での「友人」が現実の「友人」の数量に大幅に超える問題が緩和した。LINE はスマ
ートフォンアプリなので、LINE の「友人」リストはほぼユーザーの携帯中に入っている
連絡先と同じである。つまり、LINE での友人は基本的に現実生活で一度会って、番号ま
で交換した人のみである。 
 上記内容をまとめて、図 4 が表示するように、インターネット・サービスは人々の現実
生活に近づくトレンドがある。SNS は最も現実生活に近いが、まだ一定の距離がある。よ
って、このトレンドに従って、将来製品の機能がさらに進化したら、インターネット・サ
ービスと現実生活の距離がさらに短縮できるであろう。 
 
2.3.2 生活必需品に近づくトレンド 
前文の記述で、SNS のサービス内容は人々の現実生活とかなり近い存在になっている。
つまり、SNS はユーザーによって、一つ日常生活の商品と考えられる。よって、消費者と
して、SNS 製品が日常の様々なの生活消費品の中で、どういう位置づけになるのかを分析
することは必要なことである。 
アメリカ合衆国の心理学者・アブラハム・マズローの「マズローの欲求段階説」によっ
て、人間の基本的欲求を低次から述べると、以下の通りである。 
① 生理的欲求（Physiological needs） 
② 安全の欲求（Safety needs） 
③ 所属と愛の欲求（Social needs / Love and belonging） 
④ 承認（尊重）の欲求（Esteem） 
⑤ 自己実現の欲求（Self-actualization） 
従って、世の中の商品は人間の各段階の欲求を満足させるために開発された。一般的な
商品は人間欲求の低い段階から高い段階への順番で発展している。簡単な例を挙げると、
我々は毎日、食品を必要としている。大昔から食品はまず満腹感を人に与え、人間の「生
理的欲求」を満足させた。①段階の欲求を満たしてから、②段階の「安全の欲求」を満足
するように進化し、賞味期限を表示する食品が現れた。また、③段階の「所属と愛の欲求」
を満足する為に、地域別の見た目が綺麗な「お土産」食品が製造された。さらに、④と⑤
段階の欲求を満足する為に、高級ブランド食品などを販売し始めた。 
SNS は多くの商品と違い、人間の欲求の高い段階から低い段階に発展している。代表的
な SNS 製品の機能を分析すると、図 5 が表示するトレンドがはっきり分かる。2003 年創
立した MySpace は音楽・エンターテインメントを中心とした SNS である。プロフィール
のレイアウトをかなり自由にカスタマイズできることは MySpace の大きな特徴である。
また、MySpace で発表したプロフィールは会員でなくても閲覧が可能である（ユーザーの
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方で閲覧に制限をかけることもある）。このような設定で、ユーザーは MySpace で情報を
発表する時、現実生活での公共の場所で講演するのと同じようになっている。この「講演」
を聞いてくれる人が多ければ多いほど、ユーザーの達成感が増える。このような活動は、
人間の欲求の④段階の「承認（尊重）の欲求」と⑤段階の「自己実現の欲求」を満足させ
る。 
2004 年に創立した Facebook が流行した後、MySpace のアクセス数が減少した。
MySpace と違い、Facebook で発表したプロフィール・情報は、Facebook のユーザーの
み閲覧できる（訪問権限を設定したら、指定されたユーザーのみ閲覧できる）。この状況
を現実生活で例えると、教室でプレゼンテーションする、または、喫茶店で友人と相談と
同じようになっている。つまり、自分が発表した内容を聞いている人数に関心があるので
はなく、聞いてもらいたい人だけに聞いてもらえることのほうが大切ということである。
このような活動は、人間の欲求の③段階の「所属と愛の欲求」を満足しさせる。 
2011 年 6 月製品化された LINE の主な機能は無料通話・通信である。LINE が開発さ
れたきっかけは 2011 年 3 月に発生した日本の大震災である。地震当時、多くの人は家族・
友人の安否確認するため、同時に沢山の電話通信が発生し、電話が繋がりにくい状態にな
った。そこで、LINE の運営会社は、災害時人々のスムーズな通信を確保できるように、
LINE を開発した。このような機能は人間の欲求の②段階の「安全の欲求」を満足させる。 
 
図 5 SNS 製品の位置づけ（筆者作成） 
 
上記内容をまとめて、図 5 が表示するように、SNS は人間生活の「贅沢品」から「必需
品」へ進化している。このトレンドに従って、将来の SNS は人間の現実生活にとして、
もっと不可欠な製品になれるであろう。 
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第3章 SNS ベース企業のビジネスモデル 
3.1 伝統的な収益モデル 
3.1.1 EC 事業収入 
OECD の 2009 年以降の定義によると、EC 事業(電子商取引)とは、商品の注文・販売な
どのために設計されたコンピュータネットワークの上での商品・サービスの販売・購入の
ことを言う。商品やサービスは、インターネットで表示されるが、支払いと商品やサービ
スの最終的な配信はオンラインで実施する必要はない。電子商取引は、企業、家計、個人、
政府、および他の公私の機関の間で取引することができる12。 
 EC 事業からの収入は、アフィリエイト＊経由で商品・サービスが購入されることによる
ＳＮＳ事業者の収益のことである。ここで、SNS は集客のツールとして、自社・他社問わ
ず他のサイトに誘導し、商品・サービスの販売・購入を推進する。ヤフー株式会社の井上
雅博 CEO が語るように Yahoo! Days（ヤフー・デイズ）などの大手ポータルサイトが運
営するソーシャル・ネットワーキング・サービスはこのモデルを取り入れようとしている。 
 
図 6 商品購入時の参考情報源  
（Source:  内閣府平成 20 年版国民生活白書 P54） 
 
                                                   
＊ アフィリエイとは Web サイトやメールマガジンなどが企業サイトへリンクを張り、閲覧者がそのリンクを
経由して当該企業のサイトで会員登録したり商品を購入したりすると、リンク元サイトの主催者に報酬が支払
われるという広告手法 
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口コミサイト、友人・知人の紹介等は、消費者が商品購入する際、重要な参考情報源で
ある。そこで、SNS は友人紹介と口コミサイト両方のメリットが持っている。大抵の SNS
サイト・プラットフォームは「実名制」・「招待制」でインターネットにコミュニティーを
構築している。よって、SNS は一般的なポータルサイトより信頼性が高い。一般的な掲示
板や知らない人のブログのリンクを経由して商品を購入するより SNS のメンバーのリン
クを経由し商品を購入するほうが信用できるであろう。一方、直接または電話で友達に聞
くより、SNS でコメントを書くほうが、時間と場所の配慮がいらず、利便性が高い。経済
産業省の 2011 年の電子商取引に関する市場調査によると、日本国内 EC 利用時の情報源
は SNS が 5.1％を占め、越境 EC 利用時の情報源は SNS が 8.9％を占める13。始まってま
だ時間がそれほど経ってないにもかかわらず、SNS は既に EC 利用時の重要な情報源とな
っている。 
3.1.2 広告メディア収入 
 広告収入は多くのインターネットビジネスの主な収益源である。アクセス数が広告料金
を右左する鍵となる。アクセス数を増やすために、利用者数と利用者毎のページの閲覧数
を確保する必要がある。利用者数と閲覧数を増やすために、利用者が関心を持つ情報、使
用したいサービスを提供する必要がある。つまり、集客できる情報とサービスが、このビ
ジネスモデルが成功するかどうかのキーポイントとなる。ただ、一定量のユーザーを集め
るまでは、広告収入が少なく、赤字経営の可能性がある。よって、集客のスピードも会社
経営のキーポイントとなる。 
 Mixi、MySpace、Facebook などの SNS は主な収入源は広告収入である。Business Wire
の 2013 年の調査によると Facebook の売上の 82％は広告収入である14。SNS を利用して
広告を出すのは一般的なインターネットウエブサイトよりメリットがある。それはより簡
単に「targeted advertising」ができること。「targeted advertising」により、有効的な宣
伝ができるので、広告を出す企業にとって魅力的なポイントとなる。ただ、現在多くのユ
ーザーが個人プライバシーを重視するようになっている、そこが「targeted advertising」
今後の課題になる。 
 
3.1.3 有料サービス収入 
伝統的なビジネスの場合、サービスの提供者が、サービスの利用者を対し、費用を徴収
するのは当たり前であるが、インターネットでは状況が違う。多くのユーザーはインター
ネットを利用し、無料のサービスを求めている。特に、中国の市場では、ユーザーは既に
無料のインターネット・サービスに慣れてので、有料の SNS を中国で起業する、或いは、
中国の市場に進出するのは難しいと考えられる。ユーザーから費用を徴収しにくいと言っ
ても、これは SNS として重要な収入源であるので、徴収する方法は工夫すべきである。 
基本サービスを無料で提供し、一部の特別なサービスを有料化する。このビジネスモデ
ルを採用する SNS は、中国の Kaixin001.com(開心網)、米国の LinkedIn、日本の Mixi
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プレミアム、GREE プレミアムである。通常の GREE は無料であるが、GREE プレミア
ムの機能は有料オプションであり、2006 年 10 月 2 日の開始時点でフォトサービスの容量
拡大、レビューでの個人アフィリエイト、GREE メール容量制限拡大が可能となっている。
月額 315 円(税込)で、クレジット決済のみ対応している。 
 
3.1.4 SNS ソフトウェアの販売 
このビジネスモデルは、企業が SNS 機能をついているソフトウェアを開発し、他の会
社・個人に販売することである。このビジネスモデルを使用する会社は主に大手または経
験が豊かな IT企業。製品となるSNSソフトウェアが主に企業向けということである。IBM
の「Lotus Connections」はこのビジネスモデルを使用して代表的な製品である。「Lotus 
Connections」は、企業向けの統合ソーシャルソフトウェアプラットフォームで、Web 2.0
技術をベースに「アクティビティー（Activities）」と「コミュニティー（Communities）」
「ドック・イア（Dogear）」「プロフィール（Profiles）」「ブログ（Blogs）」の 5 つのコン
ポーネントから構成される。ユーザーは必要な情報を持つ社員をキーワードで検索したり、
プロジェクトや部署に応じてコミュニティーを形成し、その中で情報の収集や共有、共同
作業などを行うことが可能になる。このソフトウェアの具体的な価格について、IBM 本社
に問い合わせが必要だが、参考価格がインターネットで公表されている。社内ユーザー向
けの場合、1 ユーザー毎に 18,480 円、社外ユーザー向け、ユーザー数無制限、100PVU（プ
ロセッサー・バリュー・ユニット）の場合 7,537,950 円15。この価格から見ると、 SNS
ソフトウェアの売上高利益率が高いことが分かる。 
 現在、スマートフォンの普及に伴い、スマートフォンのアプリを開発・販売する企業も
増加している。その中に SNS のアプリ（ソフトウェア）もある。例えば、FIT Company
が開発した「随享 - 新浪微博客户端」（随享 Pro）は、便利な UI（User Interface）、特別
な入力方法、広告を抜きなどの機能を提供し、有料で販売している個人向けの SNS アプ
リである。販売価格は 6 元（85 円）の安値だが、利用者数が多ければ、高い売上高が期待
できる。 
 
図 7 SNS 導入法 
（Data Source: 2006 年 4 月時点、株式会社ループス・コミュニケーションズ/ 斎藤 SNS Business Guide16） 
 
26% 
24% 
50% 
SNS導入法 
新規に会員を募集する 
既存組織と緩やかに連動
させる 
既存組織に導入する 
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3.2 SNSの発展による展開中の収益モデル 
3.2.1 バーチャル通貨の販売 
SNS 内部にバーチャル通貨を作成し、該当 SNS のサービスを利用するため、そのバー
チャル通貨が必要になるという収益モデルである。ユーザーには、バーチャル通貨を手に
入れるためいろいろな選択肢を提供する。その中の一つは、実際の現金との交換である。
つまり、バーチャル通貨をユーザーに販売する。この方法は、集客の効果を配慮し、ユー
ザーから直接現金を徴収するのを避ける。また、ユーザーはバーチャル通貨を使う時と現
金を使う時の感覚が全然違うので、手軽にサービスを購入する場合もある。多くのソーシ
ャル・ゲームを運営する会社はこのビジネスモデルを使用している。 
 
図 8 モバゲータウンのバーチャル通貨利用事例(筆者作成) 
 
Mobage 内で使用できるバーチャル通貨に「モバゴールド」（モバ G）があり、アバター
＊を着せ替えるときのアクセサリーやアイテムなどをこの通貨で購入できる。自らの紹介
で他人を登録させた場合（おまけあり）や、スポンサーサイトに登録した場合に多額のモ
バ G が付与され、サイト内にある広告をクリックしても（１クリックで２G）付与される。
運営会社である DeNA は 2006 年 12 月 18 日からモバ G 付きの「プレミアムアバター」
を現金で販売し、購入は電子マネーの「WebMoney」とクレジットカード及びキャリア課
金が使用できる。（ただし、現金への交換は現在も不可能）。 
 
3.2.2 バーチャル製品によるプロダクト・プレイスメント 
SNS はインターネットの上でコミュニティーを構築しており、このコミュニティー内で
                                                   
＊ アバター（avatar）とは、2D/3D のビジュアルチャットやワールドワイドウェブ上の、比較的大規模なイ
ンターネットコミュニティで用いられる、「自分の分身となるキャラクター」、または、そのサービスの名称で
ある。 
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社交活動をする時、バーチャル製品を使うこともある。例えば、友人の誕生日、記念日な
どの時、バーチャルのプレゼントを贈ったり、ゲーム内でのバーチャルのアイテムを交換
する等。このプレゼントやアイテムは、技術的には Flash 動画、音楽付けの写真などであ
る。このようなバーチャル製品を販売するのは、上記のバーチャル通貨販売のビジネスモ
デルとなるが、バーチャル製品自体の属性を利用して、プロダクト・プレイスメント＊の
ビジネスを生み出すこともできる。プロダクト・プレイスメントは映画やテレビドラマに
応用できる場合が多いが、適用する映画やテレビドラマは実際には数が少ない。且つ、適
用した映画やテレビドラマは視聴率が未知であり、広告主としてリスクもコストも高い。
SNS のバーチャル製品によるプロダクト・プレイスメントのコストはより低い、宣伝効果
はより広いと思われる。 
 中国の実目制 SNS「Renren」では、冬の季節で、友人の間に、「優楽美ホットミルクテ
ィー」を送るイベントを開催したことがある。「優楽美ホットミルクティー」はバーチャ
ル製品であり、技術的には Flash 動画であったが、「優楽美」という飲食品ブランドが現
実世界に存在している。このイベントが 2007 年 11 月に始まり、2008 年 11 月まで、合計
652,315 人が SNS 上の友人に「優楽美ホットミルクティー」を送った17。仮に平均 1 人で
100 人の友人（Facebook では平均 120 人）がいる場合、実際の広告効果は 6,500 万人に
影響を与えた。SNS の上で、このようなイベントを開催するより、「優楽美」のブランド
の知名度も高くなる。 
このようなプロダクト・プレイスメント戦略が SNSゲーム中にも応用できる。イギリス
のポテトチップス生産者 Lay’sは、Qzone、Renen、Baidu空間など多くのプラットフォー
ムで流行していた SNS ゲーム「HappyFarm」にプロダクト・プレイスメントを適用した。
ユーザーはゲームの中で Lay’s ブランドのポテトを栽培し、Lay’s の工場でポテトチッ
プスを生産できる。中国中央テレビの報道によると、「HappyFarm」で Lay’s ブランドの
ポテトを栽培する人は 530万人、Lay’s工場を購入する人は 385万人、ポテトチップスを
生産する人が 368万人に致して、このプロダクト・プレイスメントによって、Lay’sは中
国での知名度は 90.8%から 95.1%に上昇18。 
 
                                                   
＊ プロダクト・プレイスメント（Product Placement）とは広告手法の一つで、映画やテレビ
ドラマの劇中において、役者に特定の商品を絡ませるやり方。 
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図 9 Xiaonei における Lay’s のプロダクト・プレイスメント 
 
3.2.3 バーチャル製品と現実製品の連携 
 バーチャル製品を現実化、または、現実世界の物をバーチャル化し、ビジネスを生み出
すモデルである。多くの SNS ゲームはこのビジネスモデルを使用している。バーチャル
製品を現実化の具体的な事例として、日本の株式会社ビーワークスが運営するゲーム「お
さわり探偵なめこ栽培キット」は、このビジネスモデルを使用している。このゲーム自体
が無料であり、ゲーム中のキャラクター「なめこ」が非常に人気になっていた。従って、
「なめこ」のデザインが付いている雑貨、「なめこ」の形のぬいぐるみを販売するビジネ
スを始めた。 
現実世界の物をバーチャル化する具体的な事例は、株式会社エイチームが開発、GREEプ
ラットフォームで運営している「AKB48 ステージファイター」である。AKB48 は日本の国
民的なアイドルグループであり、このゲームは AKB48のメンバーのみでカード構成されて
いる。このビジネスモデルの使用には著作権を重視している社会環境が必要である。よっ
て、日本ではこのビジネスモデルが適用できる良い社会である。 
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図 10 「なめこ」のバーチャル製品と現実製品の連携 
 
3.3 今後開拓できるマーケット 
3.3.1  OtoO 事業の展開 
従来、ユーザーはインターネットに接続する時に、パソコンを使用するのが一般的であ
った。しかし、近年は、モバイル・スマートフォンの発展によって、ユーザーがインター
ネットに接続することがより便利になり、時間と空間の制限が少なくなっている。つまり、
ユーザーは自宅、または、事務室などのパソコンが置いている場所でのみインターネット
を接続できるではなく、携帯を持っているなら、いつでも、どこでもインターネットに接
続できる。よって、モバイル・スマートフォンなどが普及している今、OtoO 事業の発展
はより一層スピードアップできるはずである。 
OtoO とは、主に E コマースの分野で用いられる用語で、オンラインとオフラインの購
買活動が連携し合う、または、オンラインでの活動が実店舗などでの購買に影響を及ぼす、
といった意味の用語である19。既存の OtoO 事業で成功している企業の例としては、
Groupon が挙げられる。Groupon の主な事業内容は共同購入型のクーポンの販売である。
共同購入とは、ある商品に対して一定の期間内に購入希望者を募り、その購入数が規定の
枚数に達すると、取引（購入）が成立するサービスである。 購入申込者が規定の人数集
まらなければ申し込み自体が無かったことになる。フラッシュマーケティングとも呼ばれ
る。Groupon のサービスにより、商品の購入者が格安の商品を手に入れるだけでなく、商
品の販売者にとっては、自社商品の有効宣伝、短時間の集客などのメリットもある。ただ、
既存の OtoO 事業者（Groupon または Groupon と似ている業者）の多くは、商品の販売
者の情報を中心として管理、保守し、主に商品の宣伝効果などを追求し、商品の購入者の
行動情報の管理などには力を入れていない。この点に、エンドユーザーの情報を管理して
いる SNS 業者にとっての大きなビジネスチャンスがあるはずである。 
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表 2 インターネット利用率・ブロードバンド利用率・モバイル普及率 
項目 日本 米国 中国 フランス インドネシア ベトナム 
インターネット利
用率 
78.2% 74.0% 34.3% 80.1% 9.9% 27.6% 
通信速度 
（2011/6） 
1,364 
KBps 
616 
KBps 
245 
KBps 
604 
KBps 
129 
KBps 
374 
KBps 
モバイル普及率 95.4% 89.9% 64.0% 100.7% 91.7% 175.3 
モバイルインター
ネット利用率 
59.9% 41.0% 22.6% 27.0% 10.0% 38.0% 
（Data Source: 経済産業省 平成 24 年 2 月 平成 23 年度我が国情報経済社会における基盤整備（電子商
取引に関する市場調査）報告書） 
 かつ、日本のマーケットでは、モバイルの普及率とモバイルインターネット利用率が高
いため、モバイルの利用者をターゲットとし、ユーザー中心の OtoO 事業を展開すること
は一つのブルーオーシャンを開拓することができる可能性が大きいであろう。 
3.3.2 知的な財産の運営 
 従来のビジネスモデルと言えば、現金の流れなどが主な考察の対象である。しかし、現
在、インターネット及び SNS の発展により、本論文の第三章第二節（3.2）で述べたよう
に、バーチャル通貨の流れも考察の対象となっている。将来は知的な財産の運営が考察の
対象の一つとなるであろう。 
 現在の SNS 上で、ユーザーは友人との連絡などの活動をするだけではなく、自分が書
いた文章、撮影した写真・動画などをアップロードするユーザーも大勢いる。その中に、
商業価値がある作品もあるはずである。特に Web2.0 の発展により、運営者が自分で商業
価値がある作品を探し出すだけではなく、ユーザーもその仕事を実行・貢献できる。商業
価値がある作品を、出版社、美術館、テレビ局などに販売することも可能であろう。 
 現在、このようなビジネスも既に存在している。例えば、2013 年現在中国で上映して
いる映画「致我们终将逝去的青春」は、2008 年にインターネット掲示板で発表された（つ
まり無料で読める）同名小説に基づいて編集された映画である。この映画の上映初日の収
入は 4500 万元（約 7.5 億円）となり、上映開始後 16 日間の収入は 6 億元（約 98.6 億円）
であった。ほかにも同様のケースが存在する。 
ただし、このビジネスはほとんどケースバイケースであり、システム化にしていない。
実力がある監督が、インターネット上で興味にある小説と出会えた時のみ、ビジネスが成
立する。そこで、SNS のプラットフォームを活かし、商業価値がある作品とその価値をよ
くわかる人を繋げるビジネスが、一つのブルー・オーシャンになるであろう。また、この
商業価値がある作品は、エンターテイメント系の小説、写真、動画などに限らず、ビジネ
スアイデアなども含む。つまり、アイデアを出す人と、現実の起業家と投資家の三者を結
ぶ SNS のプラットフォームが今後開拓できるマーケットの一つであろう。  
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第4章 成功事例分析 
4.1 Xiaoneiの集客経験 
4.1.1  会社概要 
 Xiaonei（校内網）は 2005 年 12 月に創業者王興より設立。社名の意味はその漢字の意
味のまま、学校内部のネットワークであり、最初のターゲット・ユーザーは中国の大学生
だった。Xiaonei（校内網）のサービスが発表してからわずか 3 か月で、会員数 3 万人を
達成した。6 か月で、サービス対象の大学数は３校から 100 校に増加した。ただ、創業者
王興はこの快速集客で生み出した資源を有効利用できず、2006 年 9 月で、Xiaonei（校内
網）は「千橡互动」グループに買収された。「千橡互动」グループは当時 Xiaonei（校内網）
とほぼ同じ SNS を運営していたが、集客スピードは Xiaonei（校内網）より下回っていた。
Xiaonei（校内網）を買収後、「千橡互动」グループは自社の SNS－「５Q 校園網」の運営
を廃止し、既存の会員を Xiaonei（校内網）に統合し、Xiaonei（校内網）のブランドを使
用し続けた。2009年 8月、「千橡互动」グループはこの SNS に参加できる範囲を拡大する
ため、Xiaonei（校内網）を Renren（人人網）に名前を変更した。 
 
4.1.2 創業者の履歴 
Xiaonei を開発した王興は実際他の色々な IT 関連企業を立ち上げたこともある。本論文
は王興個人の成否を評価するのではなく、起業家の王興の経験から、IT 業界で起業したい
人に学習すべきことを議論する。 
25 歳以前の王興は代表的な「良い学生」だった。彼は中国の一番良い大学「清華大学」
に推薦入学し、卒業後、全額奨学金をもらい、アメリカの University of Delaware に入学
した。2004 年初、25 歳の王興は University of Delaware を中退し、中国に戻り、ベンチ
ャー企業を立ち上げた。まだ学生であるの王興は、中国でクラスメートのほかに人脈があ
まりなかったため、高校のクラスメートと大学のクラスメートと最初のチームを立って、
起業始めた。「その時、勇気のほか、何もない」と王興は中国の雑誌「南方週末」のイン
タビューでそう語った20。 
王興が初めて開発した SNS は、招待制の「友多多」であった。ただこの「友多多」は
参加者が少なく、失敗した。「友多多」は参加会員の年齢、職業などの制限がなく、誰で
も参加できるコミュニティーであったが、結果は誰も来なかった。この失敗の経験を踏み、
王興は二番目のプロジェクト――「游子図」を開発した。このプロジェクトは特定のユー
ザーに特定のサービスを提供する。「游子図」のサービス対象は主に海外に留学している
中国学生である。サービスの内容は留学生が海外で撮ったデジタル写真をプリントアウト
し、学生の両親などに郵送するというものであった。ただ、対象ユーザーの数がそもそも
少なく、このサービスを利用したいユーザーはさらに少ないため、「游子図」も失敗した。
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上記の二つ失敗経験から学び、且つ、アメリカの Facebook の成功経験を学び、王興が中
国の大学生に向けの Xiaonei を始めた。 
「Xiaonei」は迅速な集客ができ、中国で最も成功した SNS の一つになった。本論文も
「Xiaonei」の集客経験を成功事例として分析する。 
ただ、当時の王興は膨大なデータ量に対し、資源として有効利用できず、且つ、インフ
ラ設備などの購入資金を調達できなかったため、200 万ドルで「千橡互动」グループに
「Xiaonei」を売却した。「千橡互动」グループの CEO 陳一舟は 2008 年に日本のソフト
バンクから 4.3 億ドルの融資を獲得した。その後、「Xiaonei」は「Renren」に改名し、2011
年 NYSE＊で上場した。 
「Xiaonei」が買収された後も、王興は起業し続けていた。2007 年 5 月に、「飯否網」
を開発し、ユーザー数は百万を超えた。「飯否網」の機能は Twitter（2006＊）と似ている
ため、中国の初めての Twitter といわれる。2009 年 7 月「飯否網」は突然サービス終了
した（原因が公表しなかった）。その後、中国の大手ポータルサイト「新浪（Sina）」同じ
機能のサービスを提供し、2012 年 12 月までに、ユーザー数が 5 億を超えた21。 
「飯否網」を開発した直後、2007 年 11 月、王興が海外留学生を主な対象としての SNS
製品「海内網」も開発したが、2009 年「飯否網」と同時にサービスを止めった。2010 年
3 月、王興は再び起業し、「美団網」＊を創業し、同類のサービスサイト中、アクセス数一
位になった。 
王興個人の創業履歴を見ると、ベンチャー企業を立ち上げることは難しいけど、企業を
長く運営するのはもっと難しいのである。「Xiaonei」、「飯否網」などは最新且つ適切なサ
ービスであり、適切な運営し続ければ、大手企業に成長できたはずだった。よって、創業
者として、流行できる製品を開発のは起業の必須の前提条件であるが、起業後、適切なビ
ジネスモデルの選択、有効な資金調達も非常に重要である。 
 
4.1.3 創業初期の集客経験 
① ブランド確立の戦略 
 結果から見ると、Xiaonei が迅速な集客ができたキーポイントは大学生ユーザーを中
心にした実名制である。ただ、創業当時はこの方法で必ず成功の断言ができなかったはず
である。創業者王興はいろいろな失敗の経験から踏み出し、ターゲット・マーケットが大
学生に設定した。 
2006 年当時、Xiaonei は中国で唯一の大学生向けの SNS ではなかった。運営資金につ
いて優位性高いの「千橡互动」グループは同じ大学生向けの実名制 SNS の「５Q 校園網」
                                                   
＊ NYSE は、"New York Stock Exchange"の略で、日本語では「ニューヨーク証券取引所」と呼ばれ、NYSE
ユーロネクストが運営する、アメリカ合衆国（米国）のニューヨーク市のウォール街にある世界最大の証券取
引所である。 
＊ Twitter は 2006 年 3 月開発され、同年 6 月に製品化し、2007 年から流行始めた。 
＊ 「美団網」の機能は「グルーポン（Groupon）」と似ている。 
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を同じ時間でサービスを提供していた。当時、実名でインターネット・サービスを利用す
るのは危ないイメージが強かったため、実名でインターネットに登録するユーザーは極め
て少なかった。「５Q 校園網」は各大学で「実名で登録すれば、食品クーポン券をもらえ
る」というキャンペーンを実施したが、Xiaonei は資金不足のため、キャンペーンが一切
なかった。代わりに、Xiaonei は参加できる大学を選び出す戦略を使用した。2005 年 12
月の会社設立初期、Xiaonei は清華大学、北京大学、中国人民の三つ中国の上位 3 位大学
のみサービスを提供した。Xiaonei に登録するために、大学内部の IP アドレスまたは大学
の Email が必要であった。この制限によって、仮にユーザーが実名で登録していなくても、
該当ユーザーがこの大学の大学生であることが保障できるため、安全な信頼性の高いコミ
ュニティを構築できた。逆に、非実名で登録したら、個人プロフィールの作成、友人の検
索・追加などのメイン・サービスを利用するのに不便であり、このコミュニティに参加す
る意味もなくなり、多くのユーザーは実名で登録した。2006 年 2 月、Xiaonei は北京航空
航天大学など６つ名門校を追加し、名門校のコミュニティのブランドを確立した。同年 6
月、Xiaonei は中国全国の 100 個有名な大学にサービスを提供し、迅速な集客ができた。 
② 適切な機能選択の戦術 
 実名の登録は SNSの最終的な目的ではなく、実名で登録した会員が設立したコミュニテ
ィーで活動しないと、SNS のビジネスは始まらない。「５Q 校園網」の「食品クーポン券」
配るキャンペーンによって、実名で登録したユーザー数も多かったが、「５Q 校園網」で
活動するユーザーは Xiaonei より少ない。「５Q 校園網」と Xiaonei は同じ大学生向けの
SNS であり、基本的な機能もほぼ同じであって、区別は Xiaonei のユーザー・インターフ
ェースはシンプルであり、「５Q 校園網」のはよりカラフルなものであった。多くの大学
生は「５Q 校園網」と Xiaonei の二つ ID を持っていた。ただ、当時中国の大学のインタ
ーネットスピードが遅く、図書館・自習室のコンピューター設備も古かったため、「５Q
校園網」に接続する時、時間がかかりすぎ、シンプルの Xiaonei に接続するほうが便利だ
った。創業者王興たちは、学校の状況に詳しく、より適切な機能を使用したと考えられる
であろう。ユーザーの立場で、サービスの内容を設定するのは成功のキーポイントである。 
 
4.2 GREEの SNSゲームフラットフォーム 
4.2.1  会社概要 
グリー株式会社（英名：GREE, Inc.）は 2004 年 12 月 7 日に設立した SNS ベースのベ
ンチャー企業である。グリー株式会社のホームページによると、2012 年 12 月末時点で、
グループ全体の従業員は 2,422 人である 。 
GREE は、6 次の隔たりを意味する「Six De"gree"s of Separation」という統計学・社
会学の仮説から名付けられた。これは、米国の心理学者スタンレー・ミルグラム（Stanley 
Milgram）の「人は、自分の知り合いを 6 人以上たどっていくと、世界中の人とつながり
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を持っている」という仮説で、1967 年に行われたスモールワールド実験（Small World 
Experiment）によって検証され、広く知られるようになった。 
 
表 3 GREE の発展史 
Date Event 
2004 年 2 月 田中良和が個人サイトとして GREE アルファ版を公開 
2004 年 3 月 GREE の会員数が 1 万人を突破 
2004 年 12 月 GREE の運営を目的としたグリー株式会社を設立 
2007 年 2 月 モバイル版 GREE がドコモ公式サービス化 
2007 年 3 月 GREE の会員数が 100 万人を突破 
2007 年 5 月 初のモバイルソーシャルゲーム「釣り★スタ」をリリース 
2008 年 12 月 東京証券取引所マザーズに上場 
2009 年 4 月 GREE の会員数が 1,000 万人を突破 
2010 年 6 月 GREE の会員数が 2,000 万人を突破 
東京証券取引所市場第一部に上場 
GREE Platform を利用したソーシャルアプリを公開 
2011 年 9 月 アジア・欧州・中東・南米の 5 カ国に子会社を設立することを発表 
2012 年 3 月 初の世界向けモバイルソーシャルゲーム 
「Zombie Jombie」を配信開始 
2012 年 8 月 カナダ子会社の設立。世界 10 カ国、11 拠点へ 
 
表 3 が記述するのは、GREE 株式会社が発展過程の
中での重要なマイルストーンである。この発展史が記
述するように、GREE 株式会社の発展スピードが非常
に速い。GREE は、開始当初は PC 向けでの提供が中
心であったものの、2006 年 11 月より開始した KDDI
株式会社との事業提携を契機として、現在ではモバイ
ル向けのサービス展開に注力している。モバイル版 
GREE においては、SNS の基本機能であるプロフィー
ル、日記/ひとこと、コミュニティなどに加え、ソーシ
ャルゲーム、FLASH ゲーム、占い、辞書、Q&A、ニ
ュースといったモバイル環境に特化した多様なコンテ
ンツを開発し、提供している。これらのコンテンツは
いずれも SNS と密接に連動しており、ユーザー間のコ
ミュニケーションを中心に据えた様々なエンターテイ
ンメント要素を備えている点が特徴である。 
図  11 GREE の売上高と営業利益
（Source: グリー株式会社ホームページ/株
式会社プロネク サスより情報提供） 
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GREE 株式会社ホームページに公表した財務状況によると、2012 年 6 月までに、GREE
の総資産は 1672 億円に超え、純資産は 844 億になった。また、図 11 が示すように、GREE
は迅速な集客の上、このユーザー資源を有効利用でき、売上高と営業利益も急成長してい
る＊。 
Facebook、LinkedIn、Mixi などの強い競合に対し、GREE は独自の発展方向を選択し、
競争が激しくなる SNS 業界でブルーオーシャンを開拓した。図 12 が表示するように、
Facebook、LinkedIn などの SNS 製品は人脈発展、自己ブランディングなどの SNS のメ
イン機能が強調される中、GREE はエンターテインメントに注力している。 
 
図 12  The Strategy Canvas of GREE 
 
4.2.2 創業者の履歴 
GREE の開発者である田中良和は、日本大学法学部政治経済学科を卒業。1999 年、ソ
ニーコミュニケーションネットワーク（現ソネットエンタテインメント）に、同社の新卒
第一期生として入社。2000 年 2 月、楽天に入社。個人間オークション、ブログ、アドネ
ットワーク（アフィリエイトプログラム）、プロダクトレビューを始め、さまざまな新規
コンシューマ向けインターネットサービスの企画・開発を行う。  
2003 年の 26 歳の時に、個人的な趣味の一環として、新しいアイデアをサービスとして
生み出すため、独力でソーシャル・ネットワーキング・サービス GREE の開発を開始。
2004 年 2 月には GREE を一般公開し、個人サイトとしてサービスを開始。このサービス
公開後 1 ヶ月の間で、利用者は 1 万人以上に増えた。 
利用者の急増に伴い、GREE は個人が独力で運営することが困難な規模になっていた。
しかし、サービスの継続を強く望む利用者からの声を受け、さらに多くの人に利用しても
                                                   
＊ 本論文は 2012 年末までのデータより研究している。 
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らうための回答として、田中良和は 2004 年 10 月には楽天を退社し、同年 12 月、GREE
株式会社を設立し、現在の規模まで発展した。 
 
 
表 4 GREE 株式会社の大株主の状況 （2012 年 6 月 30 日現在） 
株主名 所有株式数（株） 持株比率（％） 
田中 良和 112,195,000 47.98 
ＫＤＤＩ株式会社 16,000,000 6.84 
ゴールドマン・サックス・アンド・カンパニーレギ
ュラーアカウント（Goldman Sachs） 
8,295,136 3.54 
山岸 広太郎 6,910,000 2.95 
日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口） 3,418,700 1.46 
（DataSource: GREE 株式会社 IR 情報） 
本論文紹介した「Xiaonei」の創業者、または、Facebook、MySpace などの SNS の創
業者と違い、田中良和は学生から起業したわけではなく、一度会社員を経験し、GREE を
立ち上げた。GREE 株式会社の大株主の状況から見ると、田中良和は大手金融機関の出資
を得た上、事実上の所有権もキープしている。会社員として経験は、今の会社運営の成功
に役立ったであろう。 
4.2.3 プラットフォームのビジネスモデル 
 GREE は自社の売上を、「広告メディア収入」と「有料課金収入」の二つの部分に分け、
図 12 が示すようなビジネスモデルをホームページで公表した。しかし、グリー株式会社
の「2013 年 6 月期第 1 四半期 事業報告」のデータを調査すると、実際 GREE の「有料
課金収入」は「広告メディア収入」より大幅に高いことが分かった。 
  
図 13 GREE 社自称のビジネスモデル 
（Source: GREE 株式会社ホームページ http://corp.gree.net/jp/ja/ir/business.html） 
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 GREE の売上のデータを分析すると、図 14 が示すような売上構成であることが分かっ
てきた。広告メディア収入は総収入の 10％未満であり、総収入の変動にも影響が少ない
（2012 年４Q の広告メディア収入は同年の 3Q より増えたが、GREE の総収入がへって
いる）。一方、有料課金収入は総収入の 90％以上に占め、総収入の変動に大きな影響を与
える。 
  
 
図 14 GREE 売上の構成 
 
よって、本論文の注目ポイントは、GREE の課金収入である。ユーザーから課金を徴収
するため、その値段なりの製品・サービスを提供することが必要である。GREE の製品と
言えば、ゲームのイメージが強いが、実際 GREE の一億人以上のユーザーが遊んでいる
ゲームの中、僅か 10％が GREE の自社開発である。協力会社が開発したゲームは、GREE
プラットフォームの基準を満たせば、GREE プラットフォームに載せられる。 
 
2012年
１Q 
2012年
2Q 
2012年
3Q 
2012年
4Q 
2013年
1Q 
2013年
2Q 
有料課金収入 27,503 38,290 42,882 36,444 34,601 36,278
広告メディア収入 2,928 3,238 3,306 3,636 3,334 3,129
0
5,000
10,000
15,000
20,000
25,000
30,000
35,000
40,000
45,000
50,000
単位：百万円 
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図 15 GREE のプラットフォームビジネスモデル 
  
 図 15 が表示するように、GREE はプラットフォームに載せたゲームに対し、ユーザー
から一括で課金を徴収する。その後、各協力会社に契約のとおり課金を分配する。このシ
ステムを導入することにより、GREE の課金収入は大幅に増えた。また、協力会社として
も、メリットがある。GREE の協力会社の多くは、中小ゲームベンチャー企業であり、集
客にかかる資金と時間が限りがあるため、GREE のプラットフォームを利用することによ
って、集客の問題が解消できた。 
  
4.3 LINEの OtoO事業展開 
4.3.1. 会社概要 
LINE のサービスを提供する会社は韓国ネット大手 NHN の日本法人として 2000 年 9
月 4 日創立された。2003 年 8 月 28 日、ハンゲームジャパン株式会社より NHN Japan 株
式会社に商号変更され、 2013 年 4 月 1 日、LINE 株式会社に商号変更。資本金は 125 億
9,619 万円、従業員数 644 人である。22 
LINE が急成長をとげているしている 2012 年１月、同じく韓国 NHN の日本法人で、
ゲーム事業を手がけていた NHN Japan と、韓国ＮＨＮが買収した旧ライブドア、そして
ネイバージャパンの 3 社が経営統合し、現在の形となった。 
 それ以降も、日本法人の独立性は保たれ、LINE 事業も日本法人の独自判断で展開して
きた。しかし、世界の成長市場に現地法人を設立するようなフェーズに入ると、矛盾が生
じてくる。LINE は日本法人のものなのか、それとも NHN の韓国本社のものなのか。話
し合いの結果、日本の新会社である LINE と、韓国 NHN が合弁で「LINE PLUS（ラ
インプラス）」という子会社を設立。この子会社が LINE の世界展開を担うことになった。
出資比率はラインが６割、韓国 NHN が４割。日本法人が主導権を握ることを明確にした。
23 
 そして、LINE は日本法人として、海外進出することを計画している。24 2013 年現在
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LINE の海外子会社はまだないが、LINE のサービスは世界 231 カ国・地域で利用され、
41 カ国で AppStore 無料総合ランキング 1 位を獲得している。2013 年 1 月、LINE のユ
ーザーは 1 億人を突破したと発表した。その中で、日本のユーザーは 4151 万人、台湾の
ユーザーは 1183 万人、タイのユーザーは 1227 万人25である。 
 
4.3.2. LINE サービス概要 
LINE は、スマートフォンユーザー向け無料通話、チャットアプリである。スマホ以外
のフューチャーフォン及パソコンでも利用可能。LINE のサービスが開始されたのは 2011
年 6 月。これには同年の 3 月に起きた東日本大震災が影響しており、社員らとの安全確認
などの連絡を取る際に、他のサービスでは機能が不十分であることを感じたという。そこ
でスマートフォンの利用者をターゲットにし、「スマートフォン・アプリケーション」の
制作を進めた。26 
携帯番号で登録の場合、ユーザーの許可をもらった上、LINE は該当携帯の連絡先を自
動的に確認できる。ユーザーの携帯の連絡先リストに記載している友人が同じ LINE を使
用している場合、その友人を自動的に LINE の友人リストに追加される。これは、Facebook
などの SNS と違い、携帯番号までわかる親戚、友人などとより信頼性の高いコミュニテ
ィーを築ける。LINE のユーザー同士は無料通話できる。よって、既存ユーザーは無料通
話の友人を増やすやめ、LINE をインストールしていない友人に対し、インストールよう
進める傾向があり、LINE の発展はウイルスが広がるような展開となっている。 
 LINE の発展により、LINE を運営している会社は、無料通話、チャットの機能だけを
提供するではなく、ほかの SNS サービスも提供している。これらのサービスの紹介は、
下記のテーブルを参照。 
表 5 LINE の無料通話以外のサービス 
 サービス名 詳細 
 
LINE 
Camera 
 写真を簡単に、楽しくかわいくデコレーションして共有でき
る無料アプリ 
 世界 28 カ国の App Store で写真カテゴリ 1 位を記録、利用
ユーザー数 3,000 万人 
 LINEのキャラクターを含む 700種類以上のスタンプと 100
種以上のフレームを利用できる 
 
LINE 
Card 
 LINE でつながっている友だち・家族・恋人にカンタンにグ
リーティングカードが送れるアプリ 
 日本、台湾、タイ、香港、マレーシア 5 ヶ国で AppStore
無料 1 位記録、利用ユーザー数 800 万人 
 カテゴリ別に無料カードを提供、季節ごとにカードを自動ア
ップデート、写真の挿入・カードデザインごとに最適化され
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たフィルタ機能、テキスト入力機能、編集したカードを直接
LINE に送信可能、アルバム保存機能 
 
LINE 
Brush 
 画面を指でタッチして絵を描く、写真を絵のように加工でき
るお絵かき無料アプリ 
 世界 11 ヶ国の App Store で無料 1 位を記録 
 基本ブラシ 27 種類、写真をスケッチ風に加工できるフォト
ブラシ 15 種類、細かいアレンジ機能、作成した画像を LINE
の友だちに送る 
 
 LINE 
 Tools 
 あると便利なお役立ちツールがギュッと詰まった一体型無
料アプリ 
 209 ヶ国 累計 300 万ダウンロード 
 4 分野の 17 サービス（定規／分度器／方位磁針／水平器／
騒音測定器／ストップ・ウォッチ／タイマー／祝日カレンダ
ー(日本向け) 懐中電灯／鏡／虫眼鏡／パスタメジャー/QR
コードリーダー）／計算機／年号年齢チェック(日本向け)/
単位変換(NEW)/サイズ変換 
 
LINE 
PLAY 
 自分の分身であるアバターやマイルームをかわいくデコレ
ーションして、アバター友だちと日記を共有したり、チャッ
トしたりすることができる無料コミュニケーションアプリ 
 自分の写真でアバター作成、アバター同士で 1 対 1 のチャッ
ト、「ジェム」（バーチャル通貨）をためてアイテムを GET 
 
LINE 
Antivirus 
 スマートフォンに潜むウィルスを簡単検知、無料ウィルス対
策アプリ 
 ワンタッチで状態確認、スキャン実行、リアルタイム監視、
スキャン方法の詳細設定 
 
LINE 
天気 
 LINE のキャラクターの表情で天気をお知らせ、雨や災害情
報もアラームで伝え、毎日の天気が楽しくなる無料アプリ 
 APP ストアトップ無料 1 位獲得、国内累計 280 万ダウンロ
ード 
 LINE キャラクターの天気マーク、全国の災害情報（地震、
津波、台風、洪水、火山）、LINE キャラクターのコメント、
地域登録（最大 5 件）、日本地図ボタンで登録地域以外の天
気も確認可、LINE の友だちに天気を送る機能、本気象協会
(JWA)のデータを利用 
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LINE 
BAND 
 BAND 作成とメンバー招待、記念日のお祝い、日程と場所
を選択できるアプリ 
 特性に合わせてバンド名、カバーを飾り付け、SMS, 
Facebook, LINE の友たちから招待、掲示板、写真アルバム、
チャットルーム、投票機能、日程チェック 
 
LINE＠  店舗、メディア、公共団体のマーケティングに LINE を効果
的に活用できる法人向けのサービス 
 クーポンや割引情報を LINE を通じてユーザーに提供 
（DataSource: LINE 株式会社 製品宣伝ページ（編集があり）） 
 
4.3.3. OtoO 事業－LINE＠ 
 前文で紹介した LINE の各種サービスの詳細から見ると、「LINE」の運営者は、ほとん
どのサービスを無料で提供していると分る。LINE は非上場会社＊なので、売上高と営業
利益の構成は非公開であるが、サービスの内容から見ると、「LINE＠」のサービスは該当
会社の主な利益を出していることを推定できる。 
 
4.3.3.1. LINE@の概要 
「LINE@」サービスは、OtoO 事業であり、実際の店舗や施設を持つ企業を対象にした、
クーポンや割引情報を LINE を通じてユーザーに提供できるものである。LINE ユーザー
を実際の店舗へと誘導することで、効果的にマーケティングが可能になっている。実際の
店舗から評判もよく、セールの告知で売り上げが 50％上がったファッションブランドなど、
目に見えて効果が上がった例が増えてきているという。2013年3月15日に開催した「OGC
＊ 2013」で、LINE の社長森川氏はオンラインからオフラインへ促すという事業は「まだ
インターネット企業が実現できていないこと」として今後のさらなる発展を期待している
と言った。 
 
4.3.3.2. LINE@の基本機能 
 「LINE@」は企業ユーザーに主に以下の三つ機能を提供している。 
① 配信管理機能 
この機能を利用し、企業ユーザーは簡単に自社の情報などを配信することができ、配
信時間を予約設定することも可能である。自動返信を設定することもできる。返信内容は
最大 200 種類まで登録可能で、登録した内容からランダムで返信される。データ管理の機能
もあり、友だちに追加された数や、ブロックされた数などを見ることができる。 
                                                   
＊ LINE の森川亮社長は、2013 年 2 月の日本経済新聞のインタビューで「日本法人として、上場する計画は
あるか？」の質問に対し、「「今のところないですね。必要ないから。」と答えた。 
＊ OGC は、一般社団法人ブロードバンド推進協議会（BBA）が年に 1 度開催するゲームカンファレンス 
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② 簡単な自社 PR ページ作成及びクーポン券の配布機能 
LINE＠は 3 種類の PR ベージを提供している。下記の「PR ベージサンプル」から分
かるように、企業ユーザーは単純な宣伝用ページ、全員にクーポン券を配布するページと
抽選でクーポン券を配布するページを選択できる。 
 
図 16  PR ページサンプル 
（Source: NHN Japan 株式会社 広告事業グループ 広告事業部「LINE 2013 年 4-6 月 媒体資料」） 
この機能を使ったら、企業ユーザーは自社のホームページがなくでも、良い宣伝がで
きる。個人または家族単位の自営業者のニーズを満足させることができるであろう。 
③ スマートフォンで送信できる機能 
投稿用アカウントに登録すると、スマートフォンから簡単にメッセージが配信できる。
複数人で登録することも可能である。この機能も個人または家族単位の自営業者にふさわ
しい。特にパソコンを置けない、経営者が多忙の小さい飲食店などによって、この機能は
便利である。 
 
図 17 スマートフォンの送信方法 
（Source: LINE＠のご利用方法の説明（編集があり）） 
 
4.3.3.3. LINE@の料金体系 
LINE@は企業ユーザーを 3 種類に分け、それぞれに違う料金プランを提供する。（詳細
投稿用アカウ
ントから配信
内容を設定 
エンドユーザ
ーへの見え方 
単純宣伝用 
全員にクーポン券
を配布用 
抽選でクーポン券
を配布用 
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は下記テーブルを参照＊） 
表 6  LINE@の料金体系 
種類 ローカルアカウント メディアアカウント パブリックアカウント 
経営内容 
飲食、小売、アパレル、
美容、ホテル、旅館な
どの実店舗を運営して
いる法人用アカウント 
雑誌タイトルやTV番
組などのメディア専
用のアカウント 
地方自治体などの公共サ
ービス専用のアカウント 
初期費用 5,250 円 5,250 円 無料 
月額費用 5,250 円 5,250 円 無料 
友達数上限 10,000 人 10,000 人 無し 
登録上限人数に達した場合、そのアカウントへは新たに友だち追加ができなくなる。そ
れ以上友だち数を増やしたい場合は、別料金プランがある。詳細は下記テーブルを参照。 
LINE＠のこのような料金体系で、資金不足な中小企業が安価で利用できる。また、幅
広く宣伝したい大手企業も多額な課金を払えば、理想的な宣伝もできる。 
 
表 7 LINE 別料金プラン 
有効友達数 
月額料金 
月 1 回配信まで 月 2 回配信まで 月 4 回配信まで 月 10 回配信まで 
1 万〜2 万人 52,500 円 105,000 円 157,000 円 315,000 円 
2 万〜4 万人 105,000 円 210,000 円 315,000 円 630,000 円 
4 万〜8 万人 210,000 円 420,000 円 630,000 円 1,260,000 円 
8 万〜10 万人 262,500 円 525,000 円 787,500 円 1,575,000 円 
 
4.3.3.4. LINE@利用者の成功事例 
LINE＠利用者の成功事例を以下に二つ紹介する。 
一つ目は、LIP SERVICE という 10 代〜20 代前半をターゲットとした、女性ファッシ
ョンブランドである。従来の手法では「発信したい情報がお客様に届かない」という課題
を解決するため、LINE@アカウントを導入。各店舗での案内や、ブログ、ソーシャルアカ
ウントで告知をし、開設 1 週間で 4000 人の友だちを集め、メッセージ第 1 弾としてセー
ル告知をしたところ、先週対比で売上が 50%増えた。 
二つ目は、ELLY JELLY CAFÉ という渋谷でコワーキングスペースを提供する店であ
る。18 時からはバーになり、イベントやワークショップなどの貸切も行なっている。「男
性限定、女性と一緒に来店しないと使えないクーポン」などユニークなクーポンを発行、急遽
                                                   
＊ この内容は 2013 年 5 月で最終確認したもの、目的は LINE@の料金体系を説明。具体的な金額は会社キャ
ンペーンなどにより変動があるので、金額について、LINE のホームページにご参照。 
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貸切予約のキャンセルが出た時に来店を呼びかけるなど、LINE のプッシュ通知を生かし
た柔軟な運用をしている。 
上記のように、LINE@は自社の営業利益を増やす同時に、企業ユーザーに営業利益など
が増えるようなサービスを提供している。つまり、Win-Win モデルを採用している。この
事業を実施している他の SNS 企業が少ないため、LINE の今後の競争力は強いであろう。 
4.4 Tencentの既存資源の再開発 
4.4.1. 会社概要 
Tencent（中国語で「腾讯公司」）は 1998 年に創立、中国最大のインタネット・サービ
ス・プラットフォーム会社である。Tencent 創業の初期段階は、無線通信など BtoB サー
ビスを提供していた。創業者馬化腾はチャットツール ICQ を利用する時、ICQ が一般人向
けではなく、普及しにくいなどの不足点を感じ、1999年に自社のチームでより使いやすい
チャットツール「QQ」を開発した。「QQ」は大ヒット商品になり、一年弱でユーザー数は
100万人以上になった。「QQ」が成功した後、Tencentは「WeChat」、「QQ.com」、「QQ Games」、
「Qzone」、「3g.QQ.com」、「SoSo」、「PaiPai」、「Tenpay」など様々なインタネット・サービ
スを開発し、利用者が増え続けている。中国中央ラジオ局の報道によると 2012 年 8 月ま
で、一か月最低 1 回ログインしているユーザー数は 7.5 億人になり、最大同時接続者数は
1.6 億になっている。27  
表 8  Tencent 会社の製品リスト 
製品名 機能 競合 
QQ 
インストール型チャットツール 
（知らない人ともチャット可能） 
MSN 
YahooMessenger 
QQ.com ポータルサイト 
Yahoo 
Sina 
3g.QQ.com 
携帯（非スマートフォン）専用ポータルサイト 
（ニュース、チャット、ゲーム、ダウンロード
など機能を提供） 
 
QQ Games ソーシャルゲーム GREE 
Qzone SNS 
Facebook 
Renren 
SoSo 検索エンジン 
Google 
Baidu 
PaiPai インターネットショッピングサイト 
Amazone 
Taobao 
WeChat 
無料通話・チャット機能 
（SNS） 
LINE 
Kakaotoku 
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Tencent社が提供している
各製品の機能と、その競合相
手を見ると、Tencent 社はイ
ンターネット業界の強豪で
あることが分かる。また、日
米中の三か国のインターネ
ット大手企業の株式時価総
額を比べると、Tencent社は
「グーグル」と「アマゾン」
の次の第 3 位となっている。 
 
 
 
 
4.4.2. SNS への展開―Qzone 
Qzone は Tencent が 2005 年に開発した SNS であり、主な機能は Facebook、Xiaonei
（現 Renren）と同じであるが、大きな区別としては、Qzone では実名で登録する必要が
ない。Qzone を使用するユーザーは主に元々QQ のユーザーである。よって、QQ で使用
しているニックネームをそのままに Qzone で使用するユーザーが多い。前節（4.4.1）で
紹介したように、QQ のユーザー数は既に 7.5 億人を超えたので、このユーザーベースを
利用し、Qzone はすばやく発展ことができている。 
Qzone は QQ の発展にも貢献している。1999 年、QQ サービスが開始する時、人々は
まだ「インターネット世界と現実生活の世界が別もの」と認識していた。当時、QQ ユー
ザーの多くは「Online しているほかの QQ のユーザーを検索」という機能を利用し、まっ
たく知らない人でも、お互いに気軽に「チャット友人リスト」に追加し、チャットを始め
る。インターネットの発展により、人々がプライバシーと安全性を重視し始め、良く知ら
ない人だったら、チャットリストに追加しないようになった。そこで、Qzone のサービス
により、各ユーザーが自分のプロフィールを編集でき、写真と趣味などを公表し、実名で
はなくでも、信頼性が高くなる。 
図 18 日米中の主なネット大手の株式時価総額（円に換算） 
（Source: Tencent 会社作成、中国中央人民ラジオ局 ネットページ
で公表） 
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図 19 Qzone と QQ の連携 
現在、中国では、QQ と Qzone が連携することで、電話以外の連絡手段ができた。例え
ば、パーティーで、一回だけ話したことがある人に対し、電話番号の交換などがためらう
ような場合、QQ 番号だけを交換することが多いである。そして、Qzone で当人の情報を
確認した上で、チャットリストに追加するかどうかを決める。更に QQ でチャットし、信
用できそうな人と思ったら、電話番号を交換する。 
 
4.4.3. SNS への再展開―WeChat 
WeChat は Tencent が 2011 年 1 月に運用を開発した無料通話・チャットできるスマー
トフォン・アプリである。同じ種類製品の中、リリース時期が他より早いである。また、
同じ種類製品の多くは電話番号のみ登録できるに対し、WeChat は電話番号で登録できる
し、QQ 番号でも登録できる。この点で、Tencent は既存のユーザー資源を有効に利用で
きている。 
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表 9 無料通話アプリの比較 
 
WeChat LINE カカオトーク COMM 
リリース 2011 年 1 月 2011 年 6 月 2010 年 3 月 2012 年 3 月 
現在全世界範囲
のユーザー数
（2013年1月現
在） 
3 億人 1 億人 7000 万人 不明 
リリース当時の
運営会社 
Tencent 
NHN の日本
法人 
Kakao＊ DeNA 
国 中国 日本 韓国 日本 
 
本論文詳細分析のLINEと比べると、WeChatとLINE両方ともニックネームで登録できる。
LINE のユーザーは電話番号で登録し、本名を使用する場合が多いが、WeChat のユーザーは
QQ 番号で登録し、そのまま QQ のニックネームを使用する場合が多い。 
基本機能から見ると、WeChat はテキスト形式のメッセージ送信ができるほか、簡単に音声
メッセージ送信もできる。インターネットのスピードによって、通話音声の品質が変わるので、
携帯電話のインターネット通信スピードが先進国よりやや遅い中国で、音声メッセージ送信が
流行している。音声メッセージはテキストより短時間で作成できるし、通話よりインターネッ
トの通信量が少ないなどのメリットもある。また、音声メッセージが保存できるので、後で何
回も聞ける。 
WeChat はこういう中国ユーザーのニーズを把握し、中国の無料通話 SNS 市場でマーケッ
トシェアが一位になっている。Tencent 会社の WeChat 宣伝ページによると、2013 年 1 月ま
でに、WeChat のユーザー数は 3 億人を超えた。 
LINE も音声メッセージ送信の機能があるが、使う時不便である。下記図 20 が表示するよ
うに、WeChat はメイン画面で、音声メッセージとキーボードが簡単に切り替えできる。しか
し、LINE 音声メッセージを送信する時、サブメニューに行く必要がある。 
上記の WeChat が QQ 番号も登録できるなどの原因で、LINE は台湾のユーザーは 1183 万
人、タイのユーザーは 1227 万人にという海外市場における発展実績を持っているが、中国で
のユーザー数は WeChat より大幅に少ない。 
 
                                                   
＊ Kakao 社は韓国最大の IT 企業、NHN の前身であるハンゲームの創設者であり、NHN の元 CEO であるキ
ム・ボムス (Beom-Soo Kim)によって設立された。 
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図 20 WeChat と LINE の基本機能の比較 
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第5章 SNS 市場の現状 
5.1 日本の SNS市場調査結果 
日本で SNS ベースベンチャー企業を起業するためには、日本の SNS の市場構造、市場
規模を把握することは必要なことである。本章は総務省情報通信政策研究所調査研究部、
情報流通ビジネス研究所、ＭＭ総研などの調査結
果を参照・整理した上で、日本の既存ＳＮＳ企業
の特徴などを分析する。 
5.1.1. SNS 市場収益構造 
第三章の「SNS ベース企業のビジネスモデル」
で、それぞれの SNS ビジネスモデルを紹介した
が、SNS の企業は単一のビジネスモデルのみを利
用する場合は少なく、各ビジネスモデルを組み合
わせていくのが一般的である。例えば広告収入モ
デルはほぼすべてのソーシャル・ネットワーキン
グ・サービスで取り入れられている。また、SNS
ベースの業界を全体から見ると、SNS 市場の収益
構造は図 21 の表示のとおりである。EC 市場の収
入とは、アフィリエイト経由で商品・サービスが
購入されることによる SNS 事業者/会員の収益
（成果報酬）。広告市場の収入とは、SNS を媒体
とした広告による SNS 事業者の売上。サービス
市場の収入とは、有料会員やアバター＊、ゲーム内アイテム等の課金による SNS 事業者の
売上。出版市場の収入とは、SNS コンテンツの出
版により SNS 会員が得る収益。ソフトウェア市場
の収入とは、SNS ソフトウェア/ASP の販売額。
この中の出版市場は、SNS 事業者の収入ではなく、
SNS 会員個人の収入であるので、本論文の研究対
象外である。他の市場の詳細及び事業者の事例は
第三章の「SNS ベース企業のビジネスモデル」で
記述している。 
5.1.2. 日本 SNS の市場規模 
総務省情報通信政策研究所調査研究部の調査に
よると、2004 年度日本の SNS 市場規模は僅か 0.1
                                                   
＊アバターとはインターネットコミュニティで用いられる、自分の分身となるキャラクターである。 
図 22  2008 年度市場規模（分類別） 
（Source: 「平成 21 年 7 月 ブログ・ＳＮ
Ｓの経済効果の推計」） 
図 21  SNS 市場収益構造  
（Source: 「平成 21 年 7 月 ブログ・ＳＮＳの
経済効果の推計」） 
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億円だったが、2008 年度日本の SNS 市場規模は約 499 億円となった。関連市場も含め
ると、約 568 億円と推計28。この市場規模の計算は、主に EC 市場、広告市場、サービス
市場、出版社市場、SNS ソフトウェア市場などの五つの市場の収入から計算している。 
市場規模を分類別に見ると、広告（約 55％）及びサービス（約 42％）の割合が高い。
関連市場の収入は主に EC 事業（約 99.8％）からの収益である。（図 22 を参照）。 
 
5.1.3. 携帯端末・スマートフォンの発展に伴う SNS 市場の拡大 
 MM 総研＊によると、日本国内で、2012 年度の携帯電話出荷台数は前年比 4.5％減の
4,080 万台となる見通し。うちスマートフォン出荷台数は前年比 19.9％増の 2,898 万台と
なり、総出荷台数に占めるスマートフォン出荷台数比率は 71.0％になると分析している。
2013 年度以降のスマートフォン出荷台数（スマートフォン出荷台数比率）は 2013 年度：
3,160 万台（76.3％）、2014 年度：3,430 万台（80.3％）、2015 年度：3,340 万台（81.3％）、
2016 年度：3,580 万台（83.4％）、2017 年度：3,530 万台（84.4％）となり、2014 年度に
はスマートフォン出荷台数比率が 8 割を超えると予測している。29 
 スマートフォンの特徴は次のとおりである。まず、携帯と比べて、スマートフォンはイ
ンターネットに接続するのはより便利である。かつ、様々なアプリを利用できる。次に、
パソコンと比べて、インターネットに接続する時の時間と空間の制限がない。よって、ス
マートフォンのユーザーにとって、SNS の利用はより便利になる。よって、スマートフォ
ン出荷台数が増えることが原因で、SNS の利用者と利用時間の増加したことを推定できる。
従って、SNS の市場規模も拡大している。 
 
 
図 23 スマートフォンの発展に伴う SNS 市場の拡大 
（Source: 株式会社情報流通ビジネス研究所「モバイル SNS/ソーシャルアプリの事業分析と市場規模」） 
 
                                                   
＊ＭＭ総研（旧マルチメディア総合研究所）は、IT 市場専門のリサーチ・コンサルティング企業である 
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5.2 日本の SNS企業現状分析 
5.2.1. 大手企業の特徴 
 多くの SNS 企業は 2004 年・2005 年に創業し、僅か 10 年弱の歴史を持ち、伝統産業と
比べると、極めて短い。とはいえ、SNS 業界では既に大手企業が多く存在している。大手
企業は最初の段階でターゲット・ユーザーの設定をしない。とりあえず、基本的な無料サ
ービスを提供し、ユーザーの関心と趣味などに問わず、集客に力を入れる。一定的なユー
ザーベースを集まっていたら、様々なサービスを提供、ビジネスの運営などが始まる。こ
れは世界各国の大手 SNS 共通の発展手段であり、日本の企業も同じである。 
例えば、Mixi は先ず多くのユーザーに無料のサービスを提供し、ユーザーが増えたら、
広告、有料なサービスなどを提供し、利益を出した。GREE は無料のサービスを提供し、
集客でき、エンターテイメント・ゲームなどのサービスから利益を出した。LINE は無料
通話などの機能を提供し、迅速な集客ができ、OtoO 事業の運営を始めた。これらの大手
SNS 企業は、膨大なユーザー数を持ち、営業利益を出す上、さらに海外進出の計画・実施
を行う。 
  
表 10 日本大手 SNS 企業の比較 
会社名 Mixi GREE LINE 
創業時間 2004 2004 
会社創立 2000 
LINE サービス 2011 
創業経緯 
個人創業 
（笠原健治） 
個人創業 
（田中良和） 
会社資金提供 
（NHN の日本法人） 
集客手段 無料サービスを提供 無料サービスを提供 無料サービスを提供 
利用者数 
（2012 年末統計） 
約 2623 万人 約 1.9 億人 約１億人 
ビジネスモデル 
広告 
有料サービス 
広告 
バーチャル通貨 
OtoO 事業 
海外進出 2008 年 中国 
2011 年から 世界
10 か国 
計画中 
（サービスは世界
231 カ国で利用され
ている） 
 
5.2.2. 新規参入中小企業の特徴 
 SNS 業界の市場規模は大きいので、新規参入企業は増えている。ただ、既存の SNS 大
手企業の多くは、SNS 発展の初期段階（2004～2005 年）に創業したので、今更一から同
じ規模の集客能力の SNS を作るのは非常に難しい。SNS のスイッチングコストが高いか
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らである。ほとんどのユーザーは、一度使い始めるとよほどのことがない限り、他の SNS
へ移行しようと思わない。既に安定したユーザー数を持つ既存の SNS と同じような機能
だけでは、つかみが弱い。2011 年から迅速な集客ができた LINE の成功要因としては、
特別な機能―「無料通話」を提供しているほか、本社である大手会社 NHN が資金を提供
している。資金が不足、且つ起業時期が遅れている中小企業はサービスの内容を工夫する
必要がある。 
表 11 新規参入中小 SNS 企業の比較 
SNS 名 ターゲット・
ユーザー 
サービス内容 運営会社 
グルベル 旅行者 オリジナル旅行を企画・実行 
一緒に旅行に行く仲間を作る 
旅行会社への旅行者の紹介 
株式会社グルベル 
（2011 年 12 月設立 
資本金 1000 万円） 
IKASNS 
network 
経営者 
創業者 
コンサルタン
ト 
日本全国の経営者、創業者、 
コンサルタントを集め、人脈発
展と商売繁盛のサービスを提供 
 
ジャイロ総合コンサ
ルティング株式会社 
(資本金 1000 万円) 
大学生 
SNS.com 
大学生起業家 学生は具体的な将来ビジョンを
描き、大学生 SNS.com は書いた
ビジョンの「ラフデッサン（下
書き）」を提供する 
株式会社シムス 
（2007 年 11 月設立 
資本金 200 万円） 
Retty グルメ愛好者 飲食店紹介 
飲食店の口コミ（実名制） 
Retty 株式会社 
（2010 年 11 月設立） 
同人音楽SNS 
SoundMix 
音楽愛好者 自作の音楽を投稿、投稿された
音楽を聴き、ブックマークされ
た音楽の共有 
株式会社ジーエムダ
ブリュ GMW Co.,Ltd 
 
新規参入の中小 SNS 企業を調査したところ、新規参入の中小企業はターゲット・ユー
ザーを明確し、特定の機能・サービスを提供する特徴を持っていると分かった。上記のテ
ーブルで表示している SNS は、ターゲット・ユーザー毎に代表的なものをピックアップ
したものであるが、実際、同じ種類のターゲット・ユーザーに対し、複数の中小 SNS が
ある。例えば、同じ企業家に対し、「起業家ネットワーク・起業 SNS」、「C.E.O LINK」、
「週末起業・パラダイス」、「NICe」、「個人事業・起業支援ＳＮＳ」、「オレンジ SNS」、「エ
ンジェル投資家 SNS×社会起業家 SNS」、「U-Colle」、「情報起業 SNS」、「情報商材・情
報起業 SNS"InfoSalon"」など十数個の SNS が存在する。この「ターゲット・ユーザーを
明確し、特定の機能・サービスを提供」の特徴から、中小企業は膨大なユーザーを追求し
ないことも分かった。 
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第6章 起業家への提言 
6.1 次世代 SNSを予想し、理想的なネットコミュニティーを作成 
既存のSNSは人々に便利なサービスを提供すると同時に、いろいろな欠点もあるため、
アクセス数が減っている SNS や、ユーザー数が減っている SNS も存在する。よって、ユ
ーザーの立場では機能が更に進化した SNS を期待している。企業の立場では、ユーザー
のアクセス数を確保できる SNS を期待している。 
本論文の第二章第三節（2.3）の「SNS 発展のトレンド」で、SNS は「現実生活に近づ
くトレンド」があると分析してきた。このトレンドに従って、次世代 SNS はより一層現
実生活に近いものになるはずである。 
次世代 SNS を予想する為に、まず既存 SNS と現実世界のコミュニティーのギャップを
分析する。図 24 で示すように、SNS の「ネットワーク」の形と現実社会の「ネットワー
ク」の形には大きな違いがある。現実社会の「ネットワーク」では、人々の時間と空間的
な距離がそれぞれ違うのに対し、SNS の「ネットワーク」では、みんな同じように見える。 
 
図 24 既存 SNS と現実世界のコミュニティーの区別 
 
具体的に分析すると、既存 SNS と現実世界のコミュニティーには以下の三つの主なギ
ャップがある。 
① 時間的なギャップ 
現実社会では、知らない人と友達になるまで多少の時間がかかるが、SNS では「承
認」ボタンをクリックするだけで、簡単に友人リストに追加できる。従って、短時間
で数百人または数千人の友人を作れたユーザーが多く存在する。友人は多ければ多い
ほど人脈が広くなり、良い状態になるという説もあるが、現実では、友人が増えすぎ
で SNS の利用をやめるケースも多く存在する。 
 
② 空間的なギャップ 
現実社会では、同じように仲が良い友人の中にでも、常に連絡したい友人とちょ
っと距離を置きたい友人と両方いる。ただ、SNS では、技術的に、みんな同じ通信ス
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ピード（30 万キロメートル毎秒）であるから、ちょっと距離を置きたい友人から連絡
が来たら、関係を壊さないために、返信せざるを得ない。このストレスを回避するた
めに、SNS をやめるケースもある。 
 
③ 行動的なギャップ 
人間は、相手により、違う言葉を遣い、違う行動を取るなどの習慣があるが、SNS
では基本的に一人に一つの ID で、一つのプロフィールのみ持っている、つまり、相
手が誰かに関係なく、SNS ですべての「友人」に同じ言葉遣い、同じ行動をしなけれ
ばならない。よって、SNS で発表する情報について、言葉遣いや、写真の内容などに
も注意しないといけない。SNS を利用して、自己ブランディングする人はいるが、こ
の状態が行き過ぎると、遊びと言うよりも仕事のようにとなってしまい、該当 SNS
の全てのユーザーが楽しめなくなってしまう。 
 
 
図 25 次世代 SNS の予想 ― 「サブネットワーク」＋「距離」 
 
上記のギャップを解消するために、いろいろな案があるはずであるが、本論文では、そ
の中の一つを提案する。これは「サブネットワーク」を構築し、「サブネットワーク」の
間に「距離」を置くという形である。具体的には、図 25 が示すようになっている。 
キーポイントは、インターネット上で、現実社会と同じように、人々の間に適切な「距
離」を置く。ここの「距離」とは、プロフィールの表示内容の違い、ユーザーが発表した
情報の更新頻度などインターネット上の各設定である。 
図 25 で構築する形は、SNS を開発の技術面の配慮も入れている。技術的に、インター
ネット上で、全ての友人をそれぞれ違う「距離」を設定したら、膨大なデータ量を保守し
ないといけない、かつ、ユーザー自身は、全て友人に対し、個人単位で「距離」を設定す
ることも膨大な作業量となる。よって、本論文は「サブネットワーク」を構築することを
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提案する。「サブネットワーク」の中のメンバーには既存 SNS と同じく、「距離」を置か
ない。「サブネットワーク」の間に「距離」を置く。 
 
6.2 VIPサービスを提供 
本論文の第二章の研究成果によると、SNS は生活必需品に近づくトレンドを持っている。
我々が日常生活で使用する商品の中には、同じ種類の商品でも、廉価なものと豪華なもの
の両方がある。しかし、現在、ほぼ全ての SNS は無料サービスを提供している。その理
由としては、本論文の第五章第二節で記述したように、SNS 発展初期で創業した企業は集
客するために、無料サービスを提供せざるをえなかったということである。有料サービス
を提供している企業もあるが、それは無料サービスの上に、安い金額で有料サービスを追
加する形である。大手企業は、膨大なユーザー数を持っているので、廉価のサービスを提
供していても、総額は大きい。ただ、本論文の第五章第二節の「新規参入中小企業の特徴」
で記述したように、新規参入の中小企業のほとんどは、ターゲット・ユーザーを明確にし、
特定の機能・サービスを提供するので、ユーザー数には限りがある。中小企業にとって、
ユーザー数が少なく、かつ、サービスが廉価であれば、利益を出すことは非常に難しい。 
消費者の立場から見ると、格安の商品は魅力があるが、品質が良い豪華商品も魅力があ
る。よって、自社の製品に自信がある中小企業には、以下の提言をする。単純に大手企業
の無料サービスを提供するという集客手段を真似するのではなく、小さなグループに、高
品質なサービスを提供し、高額な会費を徴収するということを推薦する。 
 
6.3 OtoO事業における運営モデル 
本論文の第三章で分析したように、「OtoO 事業」は、今後開拓できるマーケットの一つ
である。第三章第三節で記述したように、既存の OtoO 事業者の多くは、商品の販売者の
情報を中心として管理し、主に商品の宣伝効果などを追求しているので、商品の購入者の
行動情報の管理などには力を入れていない。この点に、エンドユーザーの情報を管理して
いる SNS 業者にとっての大きなビジネスチャンスがあるはずである。かつ、日本のマー
ケットでは、モバイルの普及率とモバイルインターネット利用率が高い（第三章の表 2 を
参照）。そのため、モバイルの利用者をターゲットとし、ユーザー中心の OtoO 事業を展
開することは一つのブルーオーシャンを開拓することができる可能性が大きいであろう。 
例えば、まず自宅などの場所でインターネットに接続し、クーポン券を購入し、後で利
用するという Groupon のビジネスモデルに対し、モバイルを持っているユーザーの情報
を把握し、デパートで買い物している最中の顧客に特定の電子クーポン券を配付すること
は今後の発展が期待できるビジネスモデルの一つであろう。 
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6.4 Open Platform上の SNS創業 
本論文の第四章第二節（4.2.3）で、GREE の SNS ゲームプラットフォームの運営モデ
ルを記述したように、新規の中小企業は、大手企業と同じ規模の集客することが困難と感
じる場合、GREE のプラットフォーム（第四章の図 15 を参照）で自社の製品を置くこと
ができる。 
実際、SNS 業界の歴史が僅か 10 年弱だが、既に大手企業が林立の状態になっている。
Facebook の利用者数は 8.3 億、中国の Qzone の利用者数は 5.6 億、日本の GREE の利用
者数は 1.9 億の現状において、中小企業（または、個人）としては、一から同じ規模の SNS
を作るのは非常に難しいである。ただ、既存の大手 SNS を集客の資源として利用するの
は可能である。 
 
表 12 ユーザー数上位 10 位の大手 SNS 企業（2012 年） 
順位 サービス名 ユーザー数（前回） 国 
1 位 Facebook 約 833,980,620 人 アメリカ 
2 位 Qzone 約 563,000,000 人 中国 
3 位 Twitter 約 520,091,188 人 アメリカ 
4 位 新浪微博（Sina Weibo） 約 300,000,000 人 中国 
5 位 GREE 約 190,000,000 人 日本 
6 位 V Kontakte 約 150,000,000 人 ロシア 
7 位 Badoo 約 140,563,467 人 ロシア 
8 位 Renren 約 137,000,000 人 中国 
9 位 LinkedIn 約 135,000,000 人 アメリカ 
10 位 開心網(Kaixin001.com) 約 120,000,000 人 中国 
（DataSource: Web tweet 「21 のメジャーな SNS、ユーザー数調べ（2012 年版）」） 
 
GREE のほか、プラットフォームを提供する会社も多く存在する。上記テーブルで表示
した大手企業の中、Facebook、Qzone、Renren、Kaixin001.com など SNS 企業はいずれ
も他社の製品を置くプラットフォームを提供している。中小企業の自社製品に適切なプラ
ットフォームを選択し、その上に独自のサービスを再開発し、企業を運営するのも魅力的
な選択の一つである。 
 
6.5 技術中心からビジネス中心への創業者の思考の転換 
本論文の第四章で記述した Xiaonei の創業者王興、GREE の創業者田中良和の経験か
ら、SNS の創業者の考え方は技術中心からビジネス中心への転換のことが非常に重要であ
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ると分かった。 
第四章第一節（4.1.2）で記述したように、「Xiaonei」は迅速な集客ができた後、創業者
（かつ「Xiaonei」の開発者）王興は膨大なデータ量に対し、資源として有効利用できず、
且つ、インフラ設備などの購入資金を調達できなかったため、200 万ドルで「千橡互动」
グループに「Xiaonei」を売却した。「千橡互动」グループの CEO 陳一舟は「Xiaonei」を
買収後、日本のソフトバンクから 4.3 億ドルの融資を獲得した。その後、「Xiaonei」は
「Renren」に改名し、2011 年 NYSE で上場した。 
この状況と違い、「GREE」の創業者（かつ「GREE」の開発者）田中良和は、集客成功
後、会社の運営に力を入れ、大手金融企業の出資を得た。しかも、融資後、持株比率 47.98％
を持っていて（詳細は、第四章の表 4 を参照）、事実上の所有権もキープしている。 
本論文詳細紹介した Xiaonei の創業者王興、Gree の創業者田中良和のほか、Facebook
の創業者、MySpace の創業者、など、みんなとも起業の最初段階で、独自で自社の製品を
開発、または、開発に参加したことがある。いわゆるソフトウェア・エンジニアの出身で
ある。多くのソフトウェア・エンジニアは、ビジネスマンと違い、営業利益より、製品の
機能・性能などのほうが重視している。しかし、企業の経営者として、製品の機能・性能
はもちろん重要であるが、企業の業績も重要である。資金がまわらない限り、企業の運営
は難しい。よって、融資の方法、ビジネスモデルの選択、人脈の発展などいずれも重要で
ある。 
現在、SNS 業界でベンチャー企業を起業したい人が元ソフトウェア・エンジニアであり、
自ら自社製品を開発する場合が多い。この場合、製品がリリース後、創業者は会社の経営
を重視することが重要である。 
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第7章 まとめ 
7.1 研究成果 
本論文は、日本における SNS ベースで起業したい人に役に立つアドバイスを提供する
ことという目標を目指し、実用性を重視することに踏まえ、SNS の発展史、ビジネスモデ
ル、市場の現状、成功事例分析などの研究を行い、以下の研究成果を得た。 
① SNS 発展のトレンドを分析し、次世代 SNS を予測 
SNS の発展史及び SNS と関連がある IT サービス事例を研究し、SNS は「現実生活に
近づくトレンド」と「生活必需品に近づくトレンド」を示した。この研究成果、を活かし、
次世代 SNS を予測できた。よって、起業家に「理想的なインターネット・コミュニティ
ー」の作成というアドバイスを提言した。 
② 日本における SNS 企業の特徴及び新規参入の中小 SNS 企業への提言 
日本における SNS 市場の現状と SNS 企業の特徴を研究し、日本の中小 SNS 企業はタ
ーゲット・ユーザーを明確にし、特定の機能・サービスを提供し、大手 SNS 企業と違い、
膨大なユーザーを追求しないことが分かった。この前提条件で、SNS 市場に新規参入の起
業家に対し、VIP サービスを提供という選択肢を提言した。 
③ SNS 企業の既存ビジネスモデルを分析し、今後開拓できるマーケットを予測 
本論文では、既存 SNS 企業のビジネスモデルを「伝統的な収益モデル」と「新規収益
モデル」の二種類に分類した。既存ビジネスモデルを分析する上で、SNS 発展トレンドと
合わせて、今後開拓できるマーケットは「OtoO 事業」及び「知的な財産の運営」と予測
した。この予測に従って、具体的な事業提案を挙げ、起業家に OtoO 事業を展開するとい
う選択肢を提供した。 
④ 多くの SNS 事例の中に代表的な SNS 企業をピックアップし、成功経験を分析した 
本論文では、各自の特徴を持っている 4 つの SNS 企業、「Xiaonei」（現：Renren）、
「GREE」、「LINE」、「Tencent」を詳細に分析し、その成功経験を学んだ上、起業家に「Open 
Platform 上の SNS 創業」及び「創業者の思考は技術中心からビジネス中心への転換」と
いう提言をした。 
7.2 今後の課題 
起業家として、本論文で研究した内容のほか、「人材確保」という問題も企業が成功で
きるかどうかの大切な課題である。「GREE」の協力会社「Klab＊」を会社訪問した際、そ
の会社は「社内ベンチャーシステム」という人材確保方法を実施していると分かった。こ
の方法は SNS 企業に応用できるかどうか、または、「どのような方法を利用し、SNS 企業
が人材確報できるか？」について、今後研究すべき課題である。  
                                                   
＊ Klab は 2000 年 8 月設立し、資本金は 17 億である。主な事業はゲームの開発と運営である。 
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